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　私は，ＩＨＩ相馬事業所の工場建設プロジェクトに携わっ
たことがありました。そうした経験もあり，私は昨年の東日
本大震災による被害を目の当たりにして特別な感情を抱
いています。犠牲となられた方々に対して，謹んで哀悼の
意を表します。また，あの日から１年あまりが経ってもなお，
困難な生活を強いられている多くの方々にあらためてお
見舞いを申し上げます。

　私どもの相馬事業所は大震災の被害を乗り越え，今で
は以前にもまして元気に「ものづくり」に取り組んでいま
す。これはひとえに，国内外の多くの皆さまからいただい
た励ましのお言葉と暖かいご支援のおかげです。あらた
めて心から御礼申し上げます。
　私たちＩＨＩグループとしても被災地の復興のお役に立
てるよう，これからも努力を続けていく所存であります。

　私は，ＩＨＩの経営理念のひとつである「技術をもって社
会の発展に貢献する」という考えのもと，ＩＨＩグループ本
来の事業である「ものづくり」を通じて，お客さまや社会の
課題の解決に役に立つ製品・サービスを提供することこそ
が，私たちの社会的な責任（ＣＳＲ）であると考えています。

　ＩＨＩグループの「ものづくり」はまず，造船事業を通じて
日本における国内産業の発展のための国際物流手段の
確保という課題への取り組みから始まりました。その後
も，橋梁や水門などの大型構造物の製作により経済や社
会の維持・発展に不可欠な土台をつくり，大型ボイラなど
による電力の効率的・安定的確保，さまざまな産業の高
度化・効率化に対応する生産設備・プラントの供給など，

お客さまにとって，さらにお客さまを通して広く社会にとっ
て有用なものを形にしてきました。
　それらの多くはＩＨＩグループが社会の発展に貢献した
証しとして，社会や産業にとっての重要な資産となって，
あるいは形を変えながらも技術のスタンダードとなって現
在も生き続けています。
　そして，近年はジェットエンジン事業によって，グローバリ
ゼーションの時代の空の交通基盤の充実にも貢献しよう
としています。
　ただ，製品・技術の高度化と複雑化にともない，ややもす
れば近視眼的，部分最適化に傾き，私たちが本来果たすべ
き社会的責任が見えにくくなることもあるように思います。
私たちの持っている力を最大限に発揮するためには，社
会の現実に目を向けて，これからの社会には何が必要な
のかを見極めなくてはなりません。

　事業遂行そのものがＩＨＩグループのＣＳＲであると宣言
するためには，結果として社会課題の解決に貢献したとい
うことだけでは不十分です。事業に携わるすべての者がど
のようにその解決の一翼を担っているのかを明確に意識し
て，説明できるようになることが理想であると考えています。

　いま国内においては東日本大震災がさまざまな形で社
会・経済・環境に影響を与えています。また，海外に目を転
じても，気候変動はさまざまな災害をもたらし，その結果，
それぞれの地域の社会状況を不安定にさせています。
さらに，全世界的に見ると，エネルギーや天然資源の枯渇
と地球温暖化の進行は，社会の持続可能性を脅かす大
きな問題になっています。

　ＩＨＩグループの持ち味は，これまで「ものづくり」に真摯に
取り組み，日々 生じる大小の課題に対して，一日一日たとえ
わずかずつであっても着実に改善を続けてきたことです。
　これはＣＳＲの領域でも同じで，例えば，ＩＨＩグループの
コンプライアンスや環境管理の活動などは社会の期待を
裏切ることのない水準にあるものと思います。

  グローバル社会が直面している大きな課題の解決には
画期的な技術革新も必要です。しかし，それは一朝一夕
に成し遂げられるものではなく，日々の積み重ねの上に初
めて生まれるものではないかと思っています。
　技術革新を実現する力を養うために，経営に携わる者
はもちろん，設計や営業の担当者も，生産や建設の現場
の作業者も，現実を見つめ，自分の仕事の結果が社会に
対してどのような影響を与えるのかに思いを巡らせ，将来
を見通しながら，日々 の仕事に真摯に取り組む。
　私たちはもう一度この原点に立ち返り，社会のために
役に立つ「ものづくり」，技術・サービスとはなにかを明確
に意識して，私たち自身がひとつの目標を共有し，社会の
持続可能な発展に貢献するために日々 努力していきます。
　今年は，ＩＨＩグループのＣＳＲに対するこうした姿勢を
社会の皆さまにより明らかに示して，これまで以上に信頼
性を高め，皆さまからの期待にこたえることができる企業
グループを目指したいと考えています。

　このレポートを通して，皆さま方に私たちＩＨＩグループを
広く理解していただき，私たち自身もさらに社会に対する
理解を深めることに努め，その結果として，ともに持続可
能な発展を実現していきたいと思います。皆さまのご支
援，ご指導のほどよろしくお願いいたします。  

トップメッセージ

社会から期待される企業グループを
目指します。

代表取締役社長（兼）
最高経営執行責任者

斎藤　保

社会になくてはならないものを見極め，
技術で貢献します。

社会に役立つ「ものづくり」を
常に意識します。

02IHI CSR REPORT 201201 IHI CSR REPORT 2012



　私は，ＩＨＩ相馬事業所の工場建設プロジェクトに携わっ
たことがありました。そうした経験もあり，私は昨年の東日
本大震災による被害を目の当たりにして特別な感情を抱
いています。犠牲となられた方々に対して，謹んで哀悼の
意を表します。また，あの日から１年あまりが経ってもなお，
困難な生活を強いられている多くの方々にあらためてお
見舞いを申し上げます。

　私どもの相馬事業所は大震災の被害を乗り越え，今で
は以前にもまして元気に「ものづくり」に取り組んでいま
す。これはひとえに，国内外の多くの皆さまからいただい
た励ましのお言葉と暖かいご支援のおかげです。あらた
めて心から御礼申し上げます。
　私たちＩＨＩグループとしても被災地の復興のお役に立
てるよう，これからも努力を続けていく所存であります。

　私は，ＩＨＩの経営理念のひとつである「技術をもって社
会の発展に貢献する」という考えのもと，ＩＨＩグループ本
来の事業である「ものづくり」を通じて，お客さまや社会の
課題の解決に役に立つ製品・サービスを提供することこそ
が，私たちの社会的な責任（ＣＳＲ）であると考えています。

　ＩＨＩグループの「ものづくり」はまず，造船事業を通じて
日本における国内産業の発展のための国際物流手段の
確保という課題への取り組みから始まりました。その後
も，橋梁や水門などの大型構造物の製作により経済や社
会の維持・発展に不可欠な土台をつくり，大型ボイラなど
による電力の効率的・安定的確保，さまざまな産業の高
度化・効率化に対応する生産設備・プラントの供給など，

お客さまにとって，さらにお客さまを通して広く社会にとっ
て有用なものを形にしてきました。
　それらの多くはＩＨＩグループが社会の発展に貢献した
証しとして，社会や産業にとっての重要な資産となって，
あるいは形を変えながらも技術のスタンダードとなって現
在も生き続けています。
　そして，近年はジェットエンジン事業によって，グローバリ
ゼーションの時代の空の交通基盤の充実にも貢献しよう
としています。
　ただ，製品・技術の高度化と複雑化にともない，ややもす
れば近視眼的，部分最適化に傾き，私たちが本来果たすべ
き社会的責任が見えにくくなることもあるように思います。
私たちの持っている力を最大限に発揮するためには，社
会の現実に目を向けて，これからの社会には何が必要な
のかを見極めてなくてはなりません。

　事業遂行そのものがＩＨＩグループのＣＳＲであると宣言
するためには，結果として社会課題の解決に貢献したとい
うことだけでは不十分です。事業に携わるすべての者がど
のようにその解決の一翼を担っているのかを明確に意識し
て，説明できるようになることが理想であると考えています。

　いま国内においては東日本大震災がさまざまな形で社
会・経済・環境に影響を与えています。また，海外に目を転
じても，気候変動はさまざまな災害をもたらし，その結果，
それぞれの地域の社会状況を不安定にさせています。
さらに，全世界的に見ると，エネルギーや天然資源の枯渇
と地球温暖化の進行は，社会の持続可能性を脅かす大
きな問題になっています。

　ＩＨＩグループの持ち味は，これまで「ものづくり」に真摯に
取り組み，日々 生じる大小の課題に対して，一日一日たとえ
わずかずつであっても着実に改善を続けてきたことです。
　これはＣＳＲの領域でも同じで，例えば，ＩＨＩグループの
コンプライアンスや環境管理の活動などは社会の期待を
裏切ることのない水準にあるものと思います。

  グローバル社会が直面している大きな課題の解決には
画期的な技術革新も必要です。しかし，それは一朝一夕
に成し遂げられるものではなく，日々の積み重ねの上に初
めて生まれるものではないかと思っています。
　技術革新を実現する力を養うために，経営に携わる者
はもちろん，設計や営業の担当者も，生産や建設の現場
の作業者も，現実を見つめ，自分の仕事の結果が社会に
対してどのような影響を与えるのかに思いを巡らせ，将来
を見通しながら，日々 の仕事に真摯に取り組む。
　私たちはもう一度この原点に立ち返り，社会のために
役に立つ「ものづくり」，技術・サービスとはなにかを明確
に意識して，私たち自身がひとつの目標を共有し，社会の
持続可能な発展に貢献するために日々 努力していきます。
　今年は，ＩＨＩグループのＣＳＲに対するこうした姿勢を
社会の皆さまにより明らかに示して，これまで以上に信頼
性を高め，皆さまからの期待にこたえることができる企業
グループを目指したいと考えています。

　このレポートを通して，皆さま方に私たちＩＨＩグループを
広く理解していただき，私たち自身もさらに社会に対する
理解を深めることに努め，その結果として，ともに持続可
能な発展を実現していきたいと思います。皆さまのご支
援，ご指導のほどよろしくお願いいたします。  

トップメッセージ

社会から期待される企業グループを
目指します。

代表取締役社長（兼）
最高経営執行責任者

斎藤　保

社会になくてはならないものを見極め，
技術で貢献します。

社会に役立つ「ものづくり」を
常に意識します。

02IHI CSR REPORT 201201 IHI CSR REPORT 2012



財務情報

http://www.ihi.co.jp/csr/index.htmlＣＳＲサイト　

http://www.ihi.co.jp/ihi/ir/finance/
index.html

CONTENTS 編集方針

株式会社ＩＨＩ，および主要なグループ会社
（株式会社IHIの記事・データは「IHI」，グループ会社を含
める場合は「IHIグループ」と表記）

対象範囲

２０１１（Ｈ２３）年度（２０１１年４月１日～２０１２年３月３１日）
ただし，一部には２０１０（H22）年度以前や，２０１２（H24）年
度以降に予定されている活動や情報も含まれています。

対象期間

２０１２（H24）年６月
（前回発行２０１１（H23）年６月，　次回発行予定２０１３（H25）年６月）

発行日

環境省　「環境報告ガイドライン（2012年版）」
GRI（Global Reporting Initiative）「サステナビリティ 
レポーティング ガイドライン　第3.1版（Ｇ3.1）」

参考にしたガイドライン

免責事項

本報告書にはＩＨＩグループの過去と現在の事実だけでなく，発
行日時点における計画や見通し，経営計画・経営方針に基づい
た将来予測が含まれています。この将来予測は，記述した時点
で入手できた情報に基づいた仮定ないし判断であり，諸条件の
変化によって，将来の事業活動の結果や事象が予測とは異なっ
たものとなる可能性があります。読者の皆さまには，以上をご
了承いただきますようお願い申し上げます。

本報告書は，ＩＨＩグループが創業より培ってきたものづく
り技術に裏付けられた製品・サービスの提供を通じて，社
会のさまざまな課題に対してどのように取り組んでいる
のかを読者の皆さまにお伝えすることを基本的な考え方
としています。
今年度は社会的責任に関する規格であるISO26000の
解説も入れ，関連する項目のページにIHIグループが現
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ムとしてまとめてみました。
また，本報告書では，必要な情報をわかりやすくお伝えするこ
とを主目的として，より詳細な情報は，Ｗｅｂサイトで報告して
います。

お問い合わせ先

株式会社ＩＨＩ　ＣＳＲ推進部
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http://www.ihi.co.jp/ihi/contact/index.html
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日本
グループ会社　51社
IHI従業員　7,321人
グループ会社従業員　11,968人

ヨーロッパ・アフリカ
海外事務所　3ヵ所
グループ会社　10社
従業員　820人

アジア・オセアニア
海外支店・事務所　11ヵ所
グループ会社　25社
従業員　5,562人

米州
グループ会社　13社
従業員　64人

船舶・海洋

ＩＨＩグループの概要（２０１２（H２4）年３月３１日現在）

事業展開（地図中の社数は連結子会社数）

社名

本社所在地

株式会社ＩＨＩ

東京都江東区豊洲三丁目１番1号　豊洲ＩＨＩビル

１８５３（嘉永６）年１２月５日

創業

１８８９（明治２２）年１月１７日

設立

９５７億６，２４２万円

資本金

連結子会社（含海外）99社

グループ会社数

事業概要

資源・エネルギー
ボイラ，ガスタービン，原子力機器，
貯蔵設備，化学プラント，原動機プラ
ント，フローティングＬＮＧ貯蔵設備

船舶・海洋
新造船，修理船，海洋構造物

社会基盤
橋梁，建材製品，不動産販売・
賃貸

物流・産業機械
運搬機械，物流システム，駐車装置，
交通システム，製鉄機械，製紙機械，
環境装置

回転・量産機械
圧縮機，車両用過給機

航空・宇宙
航空エンジン，宇宙開発関連
機器，防衛機器システム

その他
ディーゼルエンジン，農業機械，
建設機械，その他サービス業

地域別売上高比率（連結）

ヨーロッパ

16%

10%

8%

その他海外

7%

アジア
57％
国内

米国

2%

中南米

13,880

7,287

12,427

5,968

11,873

5,136

 2008 2009 2010 2011（年度）
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（億円） 単独連結

連結売上高／単独売上高

12,219

5,593

航空・宇宙

資源・エネルギー

社会基盤

事業別売上比率（連結）

23%

物流・産業機械

その他 

13%

9%12%

23%

回転・量産機械

12%

8%
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IHIグループのCSR

「技術をもって社会の発展に貢献する」 「人材こそが最大かつ唯一の財産である」
経営理念

２１世紀の環境，エネルギー，産業・社会基盤における諸問題を，
ものづくり技術を中核とするエンジニアリング力によって解決し，
地球と人類に豊かさと安全・安心を提供するグローバルな企業グループとなる。

ＩＨＩグループのビジョン

　私たちＩＨＩグループは，自然環境や社会の課題を意識し，お客さまや取引先，株主の皆さまはもちろん，ともに働く人び
と，そして地域社会や国際社会の期待に応えるために私たちがなすべきことを自ら実践し，それぞれからの信頼を得るこ
とによって将来にわたって企業としての存在価値を高めることに努めます。
　具体的には，次のような考え方に基づき，企業としての社会的な責任を認識し企業活動を行なうこととしています。

ＩＨＩグループ基本行動指針

経営幹部は，この指針に反するような事態が発生したときには，自ら解決にあたり，原因究
明と再発防止に努め，社会に対して迅速かつ的確に情報を開示し，権限と責任を明確にし
たうえで，自らを含めて厳正な処分を行ないます。

経営幹部の責任経営幹部の役割
経営幹部は，この指針の実現が自らの役割であることを認識し，率先垂範してこの指
針の趣旨を実践します。
経営幹部は，ともに働く人びとにこの指針を周知徹底のうえ，実効ある社内体制の整
備を行ない，絶えず企業としての価値を高めることに努めます。

１

2

私たちは，法令の意味するところを理解したうえでこれを大切に守り，社会的なルールや国
際的な取り決めにも反することのないよう，誠実，公正を旨として倫理的に行動します。

法の支配の尊重と倫理的な行動

私たちは，人権の重要性を十分に認識し，事業活動のなかで常に尊重するよう努めます。

人権の尊重

私たちは，私たちを取り巻く人びとと互いに理解しあうために，事業活動に関わる情報を
発信し，それが周囲に与える影響について説明するとともに，常日頃から意見を交換する
ことに努めます。

相互理解の促進

ともに働く人びとに対する責任
私たちは，ともに働くすべての人びとの人格，個性を互いに尊重し，安全で働きやすい環
境を確保するとともに，働く人びとのゆとりと豊かさの実現に努めます。

地球環境に対する責任
私たちは，地球環境がすべての社会・文化の存立基盤であることを認識し，将来の世代の人
びとが必要とするものを損なうことのないように注意を払い，製品・サービスの提供のみな
らずあらゆる事業活動の局面で，地球環境の保全および環境負荷の低減に努めます。

私たちは，事業を行なうにあたって関わる人びとと互いに信頼できる関係を築き，持て
る能力を最大限に活用し，様々な分野の社会的課題の解決に役立ち，世界の人びとのさ
らなる豊かさの実現のための製品・サービスを開発し，提供します。
私たちは，開発，提供する製品･サービスの安全性に十分配慮するとともに，お客さまお
よびユーザの満足を得られているかを確認し，絶えず製品・サービスの水準を高めるよ
うに努めます。
私たちは，取引にあたっては相手に不正な行為や不当な利益を求めたりすることなく，
公正で自由な開かれた関係を築きます。

私たちを取り巻く人びとや社会・環境に対する責任
製品・サービスをとおしてつながる人びとに対する責任
１

2

3

地域社会および国際社会に対する責任

１
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3

私たちは，一人ひとりが社会の一員であることを自覚し，社会が抱える課題の解決のた
めに積極的に活動します。
私たちは，世界のいかなる地域で事業活動を行なうときでも，それぞれの地域固有の
文化の価値を理解し，その地域の人びとの期待に応えるよう努めます。
私たちは，社会の秩序や安全に脅威を与える勢力および団体に対しては毅然とした態
度で臨みます。

あらゆる場面に共通する私たちの基本的な態度

経営幹部の役割と責任

IHI グループが社会から信頼され続けるためには，「事業活動に関連した法規制などを遵守するだけでなく，企業に
対する社会的要請に対し，自らの事業活動を通じて適時，適切に対応すること」という企業の社会的責任（CSR）を果
たすことが必要である。環境規制や人権問題への対応など変化する社会の要請も先取りし，グローバルなよき企
業市民としてグループ全体が積極的にCSR 活動を推進していく。

グループ経営方針2010
グローバルなよき企業市民としてのCSR活動推進
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IHIグループのCSR
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針の趣旨を実践します。
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私たちは，事業を行なうにあたって関わる人びとと互いに信頼できる関係を築き，持て
る能力を最大限に活用し，様々な分野の社会的課題の解決に役立ち，世界の人びとのさ
らなる豊かさの実現のための製品・サービスを開発し，提供します。
私たちは，開発，提供する製品･サービスの安全性に十分配慮するとともに，お客さまお
よびユーザの満足を得られているかを確認し，絶えず製品・サービスの水準を高めるよ
うに努めます。
私たちは，取引にあたっては相手に不正な行為や不当な利益を求めたりすることなく，
公正で自由な開かれた関係を築きます。
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私たちは，一人ひとりが社会の一員であることを自覚し，社会が抱える課題の解決のた
めに積極的に活動します。
私たちは，世界のいかなる地域で事業活動を行なうときでも，それぞれの地域固有の
文化の価値を理解し，その地域の人びとの期待に応えるよう努めます。
私たちは，社会の秩序や安全に脅威を与える勢力および団体に対しては毅然とした態
度で臨みます。

あらゆる場面に共通する私たちの基本的な態度

経営幹部の役割と責任

IHI グループが社会から信頼され続けるためには，「事業活動に関連した法規制などを遵守するだけでなく，企業に
対する社会的要請に対し，自らの事業活動を通じて適時，適切に対応すること」という企業の社会的責任（CSR）を果
たすことが必要である。環境規制や人権問題への対応など変化する社会の要請も先取りし，グローバルなよき企
業市民としてグループ全体が積極的にCSR 活動を推進していく。

グループ経営方針2010

グローバルなよき企業市民としてのCSR活動推進

２０１１（H23）年度のCSR活動推進の動き

事業におけるCSRに関するディスカッションの継続
　２０１０（Ｈ２２）年度に２つの事業セクターで行なったＣＳ
Ｒに関するディスカッションを，２０１１（Ｈ２３）年度は各事業
部門（１事業本部，７セクター）で実施しました。“ＩＨＩのそれ
ぞれの事業における社会的責任とは何か“というテーマ
で事業部門の代表者との議論を行ないました。ディス
カッションを通して，仕事を進める上で社会との関係を意
識することの重要性を理解しました。
　ディスカッションでは，企業としての将来のありたい姿

やＩＨＩらしさ，またそれらを踏まえて社会課題に対してどの
様な姿勢で取り組むかなどを真剣に議論しました。これを
通じてＣＳＲは事業活動と一体であることや，ステークホル
ダーの目線で考えることの重要性を理解しました。一方で，
社会とのコミュニケーションに消極的でステークホルダー
に対して自分たちの事業における取り組みをきちんと伝え
ていないということが課題として浮かびあがりました。

　CSRの具体的な活動は次ページ以降に記載していますが，CSR推進部が行なった社内のCSR意識の浸透や具体的な
活動展開は次のとおりです。
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特集 1 ＩＨＩグループの技術で
世界のインフラを支える

国際社会の発展に貢献する
　これまでＩＨＩグループはさまざまな製品・サービスを通
して社会のインフラストラクチャー（インフラ）の整備を
行ない，日本のみならず世界の人々の生活を支え，社会
の経済的発展に貢献してきました。
　社会インフラは，日々の生活や産業の振興に不可欠な
ものです。ＩＨＩグループはこの分野でさまざまな製品・
サービスを提供しています。例えば人・ものの往来を効
率的にするために，橋の建設やトンネルを掘るシールドマ

シンを製造しています。また水量を調整することで河川
の氾濫を防いだり，上水道や工業用水・農業用水，さらに
は発電用の水を確保するための水門なども製造してい
ます。そして社会活動・経済活動にとって欠くことのでき
ない電力を供給する設備でも多数の建設実績を持ち，
発電設備はもちろんのこと，その燃料となるＬＮＧ（液化
天然ガス）を貯蔵するプラントの建設なども手掛けてい
ます。
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特
集

が重要と考えていました。地元の皆さんへ工事内容をタ
イムリーに発信することに努めました。また，現地事務所
の近くの小学校には，辞書や遊具を寄贈するなど，学習環
境整備の支援も行ないました。
　現場では，ＩＨＩの社員と現地のスタッフを含めて，最大で
１，５００名以上が働いていました。これだけ大勢の人々が
働いているため，安全には最善を尽くすよう配慮していま
した。安全確保の指示と徹底を行なったことで９００万時間
の無災害・無事故を達成できたことは何よりの喜びです。
　今回のプロジェクトを通して，さらにインドの社会イン
フラ事業に深く関わり，インドの人々が豊かな生活をおく
ることができるお手伝いができればと考えています。

　私は，インド・コチにおけるＬＮＧタンク建設プロジェク
トのアドミニストレーションマネジャーとして現地に赴任
していました。通関業務や予算管理，現地でのお客さまと
の折衝など，代金が回収されてプロジェクトが終わるまで
の工程に関わりました。
　このＬＮＧタンク建設はインドのインフラ整備に関わる
大きなプロジェクトです。タンクの建設を通して，インドの
経済発展に寄与できることは大きな責任を感じるととも

に充実感を感じ
ています。
　建設を進める
際には，現地事
務所のある地域
社会との相互理
解を深めることLNGタンクの前で記念撮影

インドのインフラ事業に関わることに
やりがいを感じます

インドの社会課題の解決に挑む

未来へ向けて
各国で建設中あるいは建設予定の主なインフラ関連プロジェクト

国 工事内容 着工 完成予定

ベトナム ニャッタン橋　建設工事 2009 2014

中国 ＬＮＧ受入ターミナル　建設工事 2011 2014

トルコ イズミット湾横断橋　建設工事 2011 2015

アンゴラ ２,５００トンジブクレーン　建設工事 2011 2013

日本 LNG燃料設備　建設工事 2011 2016

中村　竜太
プラントセクター
営業・マーケティング部
海外営業グループ

　ＩＨＩグループは，日本やインド以外でもアジア，ヨーロッ
パ，そしてアフリカと，世界中でインフラの整備プロジェ
クトに携わっています。「技術をもって社会の発展に貢献
する」ことを経営理念とするＩＨＩグループは，世界各地の
さまざまな社会課題の解決のために，「ものづくり技術を
中核とするエンジニアリング力」を発揮し，これからも社会
の持続可能な発展に貢献していきます。

　インドでは近年の急速な経済発展にともない，産業活
動や人々の日常生活において必要とされる電力の需要
が急増し，供給が常にひっ迫した状態です。
　そのため，国として火力発電所の建設を急速に進めて
いますが，石油・石炭を燃料とした発電は，温室効果ガス

の排出量が相対的に多いことから，環境に配慮した天然ガ
スを燃料とした発電にも力を入れています。
　こうした流れを受けて，インドの人々のより豊かな暮ら
しと，環境問題の解決に貢献できるように，ＩＨＩグループは
天然ガスを液化状態で貯蔵するタンクを建設しています。



ＩＨＩグループが創り出す再生可能エネルギー　

木質バイオマス

動き出す新しい未来

期待が膨らむ浮体式洋上風力発電

海洋の再生可能エネルギーを活用する

※１　東京大学大学院新領域創成科学研究科 鈴木英之教授
※２　浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業

海流発電（イメージ）NEDO受託研究 藻類バイオ燃料

　私たちの暮らしに欠かせないエネルギー資源は，人口
の増加や新興国の経済発展により，需給がひっ迫してい
ます。このため省エネルギーへの努力を行なうとともに，
電力を安定的に供給するために発電方法の選択肢を増
やすことは社会的な課題となっています。太陽光，風力，
バイオマスなどは普遍的に存在し，次世代にとっても活
用が期待されるエネルギー源です。これらの再生可能エ
ネルギーには世界中で注目が集まっており，その利用が
拡大している一方で，導入や安定供給に向けさまざまな
課題も指摘されています。ＩＨＩグループは総合エンジニ
アリング力を生かし，これらの課題を克服して社会の持
続可能な発展に貢献するよう努めています。

　ＩＨＩグループは洋上風力発電や海流発電，また，海洋の
「表層」と「深層」の温度差を利用した海洋温度差発電な
ど，海洋エネルギーに着目した開発に取り組んでいます。
　また，木質バイオマスの利活用を促進するための仕組
みや，再生可能エネルギーを一時的に貯蔵する高性能リ
チウムイオン電池とその利用技術，藻類を利用したバイ
オ燃料の生成や，非可食性バイオエタノール化技術な
ど，さまざまな再生可能エネルギーの開発に取り組んで
います。

　日本が持つ豊富な海洋エネルギー源の中でも洋上風
力エネルギーへの期待は高く，利用技術の開発が加速し
ています。洋上風力発電には，風車を海底に固定する「着
床式」と風車を洋上に浮かべる「浮体式」があります。ヨー
ロッパなどと比較すると日本の沿岸は急激に海が深くな
るため，浮体式に適した海域は広大です。
　その浮体式では安全性と信頼性の面から，なるべく波
による動揺を抑える技術が必要となります。アイ・エイチ・

アイ マリンユナイテッド（IHIMU）はこれまで培ってきた大
型の海洋構造物の建造ノウハウを生かし，東京大学※１と
共同でさらに安定性を追求した低動揺型洋上風力発電
浮体を開発し，実用化に向け取り組みを進めてきました。
２．５ＭＷクラスの発電装置を想定し既に水槽実験も終
え，今後，さらに大型化に対応していきます。
　また，２０１１（Ｈ２３）年度より，浮体式洋上ウィンドファー
ムの事業化に向けた経済産業省からの委託事業※２にも
参加しています。

特集 2 持続可能な社会のために
新時代のエネルギーを創造する
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ＩＨＩグループが創り出す再生可能エネルギー　

木質バイオマス

動き出す新しい未来

期待が膨らむ浮体式洋上風力発電

海洋の再生可能エネルギーを活用する

※１　東京大学大学院新領域創成科学研究科 鈴木英之教授
※２　浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業

海流発電（イメージ）NEDO受託研究 藻類バイオ燃料

　私たちの暮らしに欠かせないエネルギー資源は，人口
の増加や新興国の経済発展により，需給がひっ迫してい
ます。このため省エネルギーへの努力を行なうとともに，
電力を安定的に供給するために発電方法の選択肢を増
やすことは社会的な課題となっています。太陽光，風力，
バイオマスなどは普遍的に存在し，次世代にとっても活
用が期待されるエネルギー源です。これらの再生可能エ
ネルギーには世界中で注目が集まっており，その利用が
拡大している一方で，導入や安定供給に向けさまざまな
課題も指摘されています。ＩＨＩグループは総合エンジニ
アリング力を生かし，これらの課題を克服して社会の持
続可能な発展に貢献するよう努めています。

　ＩＨＩグループは洋上風力発電や海流発電，また，海洋の
「表層」と「深層」の温度差を利用した海洋温度差発電な
ど，海洋エネルギーに着目した開発に取り組んでいます。
　また，木質バイオマスの利活用を促進するための仕組
みや，再生可能エネルギーを一時的に貯蔵する高性能リ
チウムイオン電池とその利用技術，藻類を利用したバイ
オ燃料の生成や，非可食性バイオエタノール化技術な
ど，さまざまな再生可能エネルギーの開発に取り組んで
います。

　日本が持つ豊富な海洋エネルギー源の中でも洋上風
力エネルギーへの期待は高く，利用技術の開発が加速し
ています。洋上風力発電には，風車を海底に固定する「着
床式」と風車を洋上に浮かべる「浮体式」があります。ヨー
ロッパなどと比較すると日本の沿岸は急激に海が深くな
るため，浮体式に適した海域は広大です。
　その浮体式では安全性と信頼性の面から，なるべく波
による動揺を抑える技術が必要となります。アイ・エイチ・

アイ マリンユナイテッド（IHIMU）はこれまで培ってきた大
型の海洋構造物の建造ノウハウを生かし，東京大学※１と
共同でさらに安定性を追求した低動揺型洋上風力発電
浮体を開発し，実用化に向け取り組みを進めてきました。
２．５ＭＷクラスの発電装置を想定し既に水槽実験も終
え，今後，さらに大型化に対応していきます。
　また，２０１１（Ｈ２３）年度より，浮体式洋上ウィンドファー
ムの事業化に向けた経済産業省からの委託事業※２にも
参加しています。

海洋エネルギー利用浮体
システムの第一人者

鈴木　英之 教授
東京大学大学院新領域創成科学研究科
海洋技術環境学専攻

いと思います。
　もともと海が好きなことから，環境や海洋に携わる研
究や仕事を選んできました。身近にある興味を大切にし
ているうちに，自ずと社会的意義のある仕事にたどり着く
ことになりました。現在，エンジニアとしてやりがいを感じ
ています。

　現在，アイ・エイチ・アイ マリンユナイテッドで，浮体式
洋上風力発電の開発に携わっています。世界初の試みも

多く，前例がないため手探り状態
で一つ一つの作業を確認しなが
ら設計を進めることもあり苦労
しています。その一方で，進捗が
見られた場合には達成感があり
ます。将来的にはＩＨＩグループで
世界標準としての地位を確立し，
設計・建造・設置に関する技術を
海外に輸出していくといった展
開を見据えて取り組んでいきた

海と社会をつなぐ仕事に出会いました

ＩＨＩＭＵが開発した低動揺型
洋上風力発電浮体

夢を語れるパートナーと事業化を目指します

株式会社　アイ・エイチ・アイ 
マリンユナイテッド
基本設計部　ガス海洋計画グループ

吉本　治樹

海洋構造物の設計開発業務

　日本の国土は狭いですが，領海や排他的経済水域は広
大です。その海洋関連の再生可能エネルギーは豊富な
資源量が期待されます。その中でも洋上風力は大規模な
エネルギーが期待され，岸から４０ｋｍ以内に設置できる
風車で試算すると設備の能力で５７,０００万ｋＷ程度が見
込まれます。大型火力発電所１基が１００万ｋＷであること
と比較するとその規模の大きさが理解でき，今後の日本
のエネルギー供給の柱の一つとなることも期待されてい
ます。夢のような洋上風力発電ですが，基本的な技術は
すでに確立しています。実証実験を経てコストなどの課
題を着実に解決していくことが事業化へ向けた第一歩と
なります。しかし，その一方で安定供給の面などで更なる
研究開発も必要です。
　他の分野も同様ですが，持続可能な社会発展のために
継続的な研究開発が必要となることはいうまでもありま
せん。未来に向け何かを残していくことができれば研究
者として大変に喜ばしいと考えます。

　しかし，夢だけ語るのは簡単，現実だけを語るのも簡
単，夢を現実にしていくところが一番難しいと考えます。
IHIグループは優れた技術を持ち，かつ事業展開も期待
できます。夢を実現に結び付けることができるIHIグルー
プにはぜひとも，その難しい仕事にチャレンジし，社会に
貢献できるよう期待したいです。

特集 2 持続可能な社会のために
新時代のエネルギーを創造する
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井元　泉
取締役 常務執行役員 社会基盤セクター長 
IHIグループ東日本大震災復興対策チーム 
議長

　今回，ＩＨＩグループが復旧に携わった発電用ボイラは
１2ヵ所，15設備におよび，最大限の対応でＩＨＩグループと
して発電所の復旧工事に努めました。
　常磐共同火力株式会社勿来発電所９号機（福島県）で
は地震の強い揺れによる損傷に加え，津波による浸水被
害も深刻で，ボイラ本体の漏えいなど修理個所は400ヵ
所以上におよびました。余震などの影響もあり作業は困
難を極めましたが，ＩＨＩのエネルギーシステムセクターは

夏場の電力確保を合言葉に復旧を進め，工事開始から
２ヵ月半後，6月30日にお客さまの営業運転再開の実現
に貢献することができました。
　また，常磐自動車道釜戸川橋（福島県）は大震災後に発
生した大規模な余震による大きな横揺れで破損しまし
た。この橋梁は福島第一原子力発電所の事故対策車両
が利用するルート上にあり，余震で崩落した道路上の岩
石撤去が完了するまでの２日半で応急処置を施すことが
必要とされました。ＩＨＩインフラシステムは多くの関係企
業の協力を得て，お客さまとともに昼夜兼行で作業にあ
たった結果，応急復
旧工事が完了し，重
要な交通ルートを確
保することにつなが
りました。

復旧から復興へ

発電設備・インフラの復旧

暮らしや産業の基盤復旧のために

　2011（Ｈ23）年3月11日に発生した東日本大震災では，
多くの尊い人命と大切な生活の基盤が失われました。被災
されたすべての皆さまに心からお見舞いを申し上げます。
　私自身1995（H７）年の阪神・淡路大震災で被災し，橋
梁エンジニアとして無我夢中で復旧・復興に携わった経
験があります。今回はそれをはるかに超える広い地域で
の被害となり，被災地の方々のご苦労や辛さは想像する
に余りあると思っています。
　国民・国土の安全・安心を守ることは，「技術をもって社
会の発展に貢献する」を経営理念としているＩＨＩグループ
の重要な責務であり，これまで社会インフラや産業基盤
の整備を中核的な事業として継続・発展させてきました。
今回の震災では，改めて自然の猛威を目のあたりにし，そ

の復旧・復興における自分たちの責任の重さを再認識さ
せられました。
　ＩＨＩグループは震災直後から，事業の再開とともに，お
客さまの支援に全力を挙げて取り組んでまいりました。
これからも，これまでに培ってきた「安全・安心」を築く技
術とスキルを総動員して，復旧，そして新しい社会づくり
に貢献してまいります。

　社会・産業インフラの製造・修理を事業領域とするＩＨＩグ
ループには，お客さまへ納めた機器や設備の復旧に向け
て，運転再開への対応や点検，修理，安全対策などへの要
請に応える社会的責任があります。特に今回は電力会社
の発電所や民間工場の自家用発電プラント，破損した道
路の復旧には，現場の社員だけでなく，他社からのご支援
もいただきながら，会社や組織の枠を越えて一丸となっ
て取り組むことで，社会システムの維持に努めました。

釜戸川橋（福島県）の復旧工事

特集 3 東日本大震災後の対応と
ＩＨＩグループの責任
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事業継続のために

ＩＨＩグループの担う責任

　今回の震災ではＩＨＩグループの事業拠点も被災しまし
た。私たちはお客さまに対する製品・サービスの供給責
任を果たすため，社外からのご支援をいただきつつ，全グ
ループ一丸となって生産設備の復旧に努めました。
　ジェットエンジン部品の世界的な生産拠点であるＩＨＩ相
馬事業所（福島県相馬市）は，ＩＨＩグループの生産拠点の
中でも最も甚大な被害を受けましたが，幸いにも直後の
避難は迅速に行なうことができ，人的な被害はありませ
んでした。電力供給の停止や設備の破損など大きなダ
メージがあったにもかかわらず，震災から２ヵ月余で生産
ラインの復旧を果たし，同工場からの部品供給再開をお
待ちいただいていた世界のお客さまから感謝の言葉を
いただきました。余震が続く中で，復旧の要となる機械設
備の診断・再調整作業の大部分を現場の職長や班長が
自ら行なうなど，これまでに育まれてきた現場力が早期
の操業再開につながったものと言えます。
　一方，初期対応における通信手段の確保や物資の緊急

調達，非常時に備えた生産拠点のデュアルソース化など
には改善すべき点もあり，対応の結果をＩＨＩグループとし
て総括し，事業継続計画（BCP）の見直しや防災マニュア
ルの整備・改善や訓練に生かしていきます。

　今回の震災では，社会基盤を支えるＩＨＩグループが担う
役割の重要性を再認識させられました。ＩＨＩグループでは
全グループを横断した「東日本大震災復興対策チーム」
を発足させ，持てる製品・技術・サービスを応用して東北
地方と日本の再興に取り組んでいます。
　また，原子力機器の製造に携わってきた者として，ＩＨＩグ
ループは福島第一原子力発電所の事故対応や放射能汚
染対策に全力を尽くすとともに，その他の原子力発電所
に関しても地震や津波などに対する安全性の向上のため
の対策に取り組んでいく所存です。
　今回の経験から学び，人々が安心して暮らすことので
きる持続可能な社会を目指して，より安全な社会基盤づ
くりに，グループ一丸となって取り組んでいきます。
　なお，その他の取り組みとして関係自治体への義捐金

の拠出や，がれき撤去のための建設機械などの寄贈など
を行ないました。

IHIグループ広域防災訓練の実施
　IHIグループでは，大規模な自然災害時の被害を最小限にく
い止め，事業活動を早期に回復できるよう訓練を充実させて
います。
　震災後１年を迎えた２０１２（Ｈ２4）年３月９日に，「ＩＨＩグループ
広域防災訓練」を実施しました。これは災害時の社員の安全
確保（避難）を確実にするとともに，事業活動の早期再開の基
本となる従業員の安否
情報と生産拠点・事業拠
点の被災情報を全社激
甚災害対策本部に集約
する訓練を行ないまし
た。

相生事業所の防災訓練

汚染水処理装置（SARRY(TM)）
　この装置は，放射性物質の吸着剤を充填した１４基の円筒容
器からなり，１日に最大約1,200トンの滞留水の放射性物質濃
度を最大100万分の１以下に低減します。
　福島第一原子力発電所の事故発生当日以来，原子炉の冷却
と安定化に向けて協力しているＩＨＩの原子力セクターは株式会
社東芝と共同で本装置の
製作・据付を担当しました。
同装置は2011（Ｈ23）年8
月14日から運用を開始し
順調に稼働しています。

汚染水処理装置（SARRY(TM)）の出荷
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　ＩＨＩはコーポレート・ガバナンスを「ＩＨＩが本来有する力
を最大限に発揮するように経営の効率性を高め,企業価
値の最大化を担保するシステム」と定義しています。これ
に基づき,遵法と適正手続きの確保された企業内意思決
定,ならびに業務執行監視システムの必要性を認識し,
コーポレート・ガバナンス体制の充実を図っています。

　ＩＨＩは,監査役設置会社であり,監査役は５名で,うち社外
監査役は３名を選任しています。業務執行に専念する経
営幹部職としての執行役員には２３名を選任しています。
うち8名は取締役を兼務しています（２０１２（Ｈ２４）年３月
現在）。
　最高経営執行責任者（ＣＥＯ）の意思決定および業務執
行をサポートする機関として,ＣＥＯの指名する者により
構成される「経営会議」を設置しています。
　また,社外取締役を2名選任し,経験豊富な経営者の観
点から,取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保す
るための助言・提言をいただいています。

　ＩＨＩでは社外取締役と社外監査役のサポートには,そ
れぞれ総務部と監査役事務局があたっています。総務
部は,社外取締役のサポートとして,取締役会の議案の
説明を行なうなど,職務執行に関する補佐をしていま

す。監査役事務局にはＩＨＩ従業員を充て,社外監査役の
サポートとして,その職務執行を補佐するとともに,常勤
監査役が日常の監査状況について報告し,情報の共有
を図っています。

　取締役の報酬は,業績・役位・担当業務の目標達成度を
勘案し,株主総会の承認枠内で報酬額を決定します。社外
取締役を委員長とし,社外監査役１名,人事担当取締役,財
務担当取締役の計４名からなる報酬諮問委員会を設け,
報酬の妥当性を確保しています。2011（H23）年度の取
締役の年間報酬総額は693百万円,監査役の年間報酬総
額は87百万円です。

　ＩＨＩでは,コーポレート・ガバナンスの実効性を高め,企
業価値向上に資することを目的として,内部統制システム
構築の基本方針を定めています。この基本方針のもと,
確実な内部統制システムの構築はグループ全体の事業
のグローバル展開を図る上で欠くことのできないインフ
ラであるとの認識に立ち,コンプライアンスの徹底,リス
ク管理強化などの体制を整備し,さらにグループ会社に
共通する管理制度などを整備・運用しています。
　日本では粉飾決算など会計処理に関する不祥事への
対応として,金融商品取引法に基づき,適正な財務諸表を
作成・開示するための内部統制を整備・運用し,その有効
性を評価した報告書の提出を義務づけた内部統制報告

,

社外取締役・社外監査役のサポート体制

取締役および監査役の報酬

基本的な考え方

コーポレート・ガバナンス体制

内部統制システム

コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス体制図

・ 取締役の人数

・ 監査役の人数

・ 経営幹部としての執行役員の人数

15名（うち,社外取締役2名）

5名（うち,社外監査役3名）

23名（うち,取締役兼務者8名）

2012（H24）年3月31日現在

委任 監査

委任 監査

報酬諮問委員会

監視監督機能
委任

報告 権限委譲

答申

諮問

報告

取締役会
（取締役）

代表取締役社長

執行役員

最高経営執行責任者
CEO

内部監査部 会社職制・グループ会社

経営会議
会
総
主
株 役

査
監

人
査
監
計
会

諮問

監査

指揮

業務執行機能
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制度が導入されています。ＩＨＩでは２０１１（Ｈ２３）年度の内
部統制の評価において,開示すべき重要な不備は認めら
れませんでした。
　内部管理体制のモニタリングについては,独立的モニ
タリング機能を集約した内部監査部が業務執行部門の
内部管理体制の強化・深化に資するべく,モニタリング面
からグループ会社の競争力強化および企業価値向上を
支援しています。

　大型プロジェクト工事（工事進行基準対象工事※など）
の実施段階において,工事の管理状況・リスク評価を調査
し,大型プロジェクト損益見通しが,透明性をもって適正に
算出されているかを評価する目的でプロジェクト管理室
を設置しています。
　２０１１（Ｈ２３）年度期末決算において調査を行なったプ
ロジェクト総数はグループ会社を含めて７０件です。今後
も適正性・適時性定着のため,現地調査を含め工事の管理
状況・リスク評価の調査を継続的に実施し,監査品質を高
めていきます。また,各部門の自立的な評価を促すため,実
施する調査項目の事前連絡,さらに調査結果の横通し情
報「事例集」を公開するなど監査結果のフィードバック情
報を充実する取り組みも継続して実施いたします。

※ 工事進行基準対象工事 ：
工事が完成した時点で売上や利益を計上するのではなく,工事の進捗状況
に合わせて年度ごとに売上や利益を計上する大型受注工事を指します。

　コンプライアンスは,社会の中で企業が活動を行なう
ために基盤となるものであり,ＩＨＩグループにおけるコン
プライアンスの基本的な考え方は次のとおりです。
　・法令や社内規定などのルールを大切にし,守ること
　・企業人として公正で,かつ責任ある行動をとること
　これは,法令遵守にとどまらず,広く社会の要請に応え
ることを意味しています。
　２０１１（Ｈ２３）年度は,社会環境の変化に迅速に適応す
るため,ＩＨＩグループで連携を強化しながら,業務執行上の
事業リスク回避に対して徹底的に解決を図ることに取り
組みました。

　ＩＨＩグループでは,グループ・コンプライアンス担当役
員を委員長として,コンプライアンス委員会を年４回開催
しています。事業部門の事業形態に応じて主体的にコン
プライアンス活動に取り組み,本委員会で,その活動状況
や課題を共有しています。ＰＤＣＡサイクルを回しなが
ら,ＩＨＩグループ全体として着実に活動を推進していま
す。

プロジェクトにおける管理体制

コンプライアンス委員会

基本的な考え方

コンプライアンス体制

コンプライアンス

コンプライアンス体制図IHIグループの内部統制体制図

2012（H24）年3月31日現在2012（H24）年3月31日現在

コンプライアンス委員会
事務局

委員 委員 委員

グループ・コンプライアンス担当役員
（コンプライアンス委員長）

R
S
C

部
進
推

社長

調達管理本部
技術開発本部

営業・グローバル戦略本部

事業本部
各セクター

本社部門

評価対象者 評価者 評価者

内部
監査部

独立評価
組織長

プロセスマネージャー
（事業部長）

査
監
部
外 人

法
査
監

プロセスオーナー
（事業本部長・セクター長・グループ会社社長）

経営者

不備が出た場合は,改善を実施

整備・運用 評価
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　ＩＨＩグループでは,業務上の違法行為・不正行為などを
未然に,あるいは早期に把握し,迅速に是正を図るために
コンプライアンス・ホットライン（以下,ホットライン）を設
置しています。このホットラインは,社外の専門機関（企業
倫理ホットライン）を窓口としています。
　２０１１（Ｈ２３）年度のホットライン通報件数は１０３件で
した。通報内容は通報当事者の「職場の人間関係」に関す
る相談が多く,それぞれの通報には真摯に対応し,迅速に
解決するように努めました。

　ＩＨＩグループでは毎年１０月を「企業倫理月間」と設定し
て,コンプライアンスのより一層の啓発・浸透活動に取り
組んでいます。この期間にあわせコンプライアンス担当
役員から事業部門幹部に向けて,あらためて足元を見つ
めなおすようメッセージを発信しました。
　コンプライアンス教育に関しては,従来からの階層別
教育やｅ‐ラーニングなどを引き続き行なうことでコンプ
ライアンス意識の向上維持を図るとともに,新たな試み
として「職場での対話活動」を一部の職場で展開しまし
た。自由で活発な意見交換をすることにより一人ひとりに
気づきが生まれ,「悩みを抱え込まずに上司や周りに相談
していこう」「上司として相談しやすい環境づくりをしてい
こう」など,職場内で自発的に問題解決していくことの大
切さについて意見が多く出されました。これからもコン
プライアンスの根幹である職場風土やコミュニケーショ
ンのあり方を見直すきっかけづくりを進めていきます。

　ＩＨＩグループは,独占禁止法と,米国海外腐敗行為防止
法（ＦＣＰＡ）をはじめとした各国の贈賄禁止法制の遵守活
動に注力しています。
　独占禁止法に関しては,遵守のための教育をＩＨＩグルー
プ全体に展開しているほか,公共工事の入札手続きの透
明化を図り,法違反が生じることのないよう,取り組みを
充実・強化しています。
　各国贈賄禁止法制に関しては,米国ＦＣＰＡ・英国贈賄禁
止法（Bribery Act2010）,日本の不正競争防止法にお
ける外国公務員贈賄禁止規定等の啓蒙・教育活動,およ
び国内外における営業拠点での法違反リスクのモニタリ
ング活動をＩＨＩグループ全体で展開しています。

　国際社会では,テロ活動の活発化や核の闇市場問題な
どを背景として,安全保障貿易管理の重要性がより高まっ
ています。ＩＨＩグループでは,国際的な平和・安全の維持に
貢献するために,外為法等の遵守と適切な輸出管理を目
的とする規定を整備しています。また,代表取締役を委員
長とした安全保障輸出管理委員会を設置し,管理と統制
を実施しています。

コンプライアンス・ホットライン

コンプライアンスの啓発・浸透

事業活動におけるコンプライアンスの取り組み

独占禁止法および各国贈賄禁止法制に対する遵守活動

安全保障輸出管理の取り組み

TOPICS

公務員贈賄防止に関する基本方針・運用基準の制定

　ＩＨＩでは,公務員贈賄防止に関する基本方針と運用基準を
制定しました。基本方針は贈賄の禁止および防止対策の展
開に対するＩＨＩグループのコミットメントを反映したもので,運
用基準は贈賄防止のための具体的な手続きを定めていま
す。これらは「ＩＨＩグループ基本行動指針」における「法の支配
の尊重と倫理的な行動」を基盤としたものであり,社内研修を
通じてこれらの社内規程の徹底を図っています。

通報件数の推移
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リスクマネジメント

　ＩＨＩグループでは,業務上の違法行為・不正行為などを
未然に,あるいは早期に把握し,迅速に是正を図るために
コンプライアンス・ホットライン（以下,ホットライン）を設
置しています。このホットラインは,社外の専門機関（企業
倫理ホットライン）を窓口としています。
　２０１１（Ｈ２３）年度のホットライン通報件数は１０３件で
した。通報内容は通報当事者の「職場の人間関係」に関す
る相談が多く,それぞれの通報には真摯に対応し,迅速に
解決するように努めました。

　ＩＨＩグループでは毎年１０月を「企業倫理月間」と設定し
て,コンプライアンスのより一層の啓発・浸透活動に取り
組んでいます。この期間にあわせコンプライアンス担当
役員から事業部門幹部に向けて,あらためて足元を見つ
めなおすようメッセージを発信しました。
　コンプライアンス教育に関しては,従来からの階層別
教育やｅ‐ラーニングなどを引き続き行なうことでコンプ
ライアンス意識の向上維持を図るとともに,新たな試み
として「職場での対話活動」を一部の職場で展開しまし
た。自由で活発な意見交換をすることにより一人ひとりに
気づきが生まれ,「悩みを抱え込まずに上司や周りに相談
していこう」「上司として相談しやすい環境づくりをしてい
こう」など,職場内で自発的に問題解決していくことの大
切さについて意見が多く出されました。これからもコン
プライアンスの根幹である職場風土やコミュニケーショ
ンのあり方を見直すきっかけづくりを進めていきます。

　ＩＨＩグループは,独占禁止法と,米国海外腐敗行為防止
法（ＦＣＰＡ）をはじめとした各国の贈賄禁止法制の遵守活
動に注力しています。
　独占禁止法に関しては,遵守のための教育をＩＨＩグルー
プ全体に展開しているほか,公共工事の入札手続きの透
明化を図り,法違反が生じることのないよう,取り組みを
充実・強化しています。
　各国贈賄禁止法制に関しては,米国ＦＣＰＡ・英国贈賄禁
止法（Bribery Act2010）,日本の不正競争防止法にお
ける外国公務員贈賄禁止規定等の啓蒙・教育活動,およ
び国内外における営業拠点での法違反リスクのモニタリ
ング活動をＩＨＩグループ全体で展開しています。

　国際社会では,テロ活動の活発化や核の闇市場問題な
どを背景として,安全保障貿易管理の重要性がより高まっ
ています。ＩＨＩグループでは,国際的な平和・安全の維持に
貢献するために,外為法等の遵守と適切な輸出管理を目
的とする規定を整備しています。また,代表取締役を委員
長とした安全保障輸出管理委員会を設置し,管理と統制
を実施しています。

　ＩＨＩグループでは,リスクマネジメントを経営の最重要課
題の一つとしてとらえ,グローバルに取り組んでいます。
　ＩＨＩグループでは,リスクマネジメントを「ＩＨＩグループ基
本行動指針」の考え方に沿った活動ととらえ,ＣＥＯがその
体制の構築と運用に責任を持ち,毎年リスク管理会議を開
催しています。その議論を踏まえ,重点的に対処すべきリ
スクを次年度の「リスクマネジメント重点方針」として定め
ています。その方針に沿って,ＩＨＩの各事業部門および海外
を含めたグループ各社は,事業計画の策定と合わせてリ
スクマネジメント活動計画を定め,効果的なリスクマネジ
メント活動となるよう取り組んでいます。
　２０１１（H23）年度は,重視すべき点として,事業のグロー
バル化進展にともなうリスクの範囲拡大と多様化,業界再
編による競争環境の変化,IHIとグループ会社との一体運
営による最適化などを掲げて活動しました。

コンプライアンス・ホットライン

基本的な考え方とリスクマネジメント体制

コンプライアンスの啓発・浸透

事業活動におけるコンプライアンスの取り組み

機密情報に対する考え方

情報セキュリティ対策

知的財産への基本的な考え方

基本的な考え方 情報セキュリティ

知的財産の保護

情報セキュリティ・
知的財産の保護

リスクマネジメント体制図

CEO

取締役会

リスク管理会議

事業本部 セクター 本社部門 グループ会社

IHIグループ全体の
重点方針の策定など

本　社　部　門（※）

リスクマネジメント活動の
計画策定・実施・自己評価

独占禁止法および各国贈賄禁止法制に対する遵守活動

安全保障輸出管理の取り組み

TOPICS

公務員贈賄防止に関する基本方針・運用基準の制定

　ＩＨＩでは,公務員贈賄防止に関する基本方針と運用基準を

制定しました。基本方針は贈賄の禁止および防止対策の展

開に対するＩＨＩグループのコミットメントを反映したもので,運

用基準は贈賄防止のための具体的な手続きを定めていま

す。これらは「ＩＨＩグループ基本行動指針」における「法の支配

の尊重と倫理的な行動」を基盤としたものであり,社内研修を

通じてこれらの社内規程の徹底を図っています。

ISO26000とIHIグループの取り組み 組織統治

※本社部門…人事・財務・法務などの管理部門。IHIグループ全体に共
通するリスクに対して,専門性を生かし,情報提供・教育・モニタリン
グなどを行なう。

　ＩＳＯ２６０００では,組織統治において,意思決定とその実施
に,説明責任,透明性,倫理的な行動,ステークホルダーの利害
の尊重,法の支配の尊重,国際行動規範の尊重および人権の

尊重を組み込むことが重要であるとしています。
　ＩＨＩグループは,遵法と適正手続きの確保された企業内意思
決定を図るとともに,業務執行監視システムを用いて業務の
執行状況をモニタリングするなど,コーポレートガバナンス体
制の充実を図っています。

　ＩＨＩは,お客さまやお取引先さまの機密情報,会社の経
営情報や技術情報などを確実に保護するために,情報の
適正な管理と情報セキュリティの維持・向上に取り組んで
います。

　情報セキュリティのリスクに対して,ルール,ツール,教
育の３つの側面から対策を実施しています。ルール面で
は,「情報セキュリティポリシー」「情報セキュリティ対策基
準」「情報システム利用者規程」などの諸規程を定めてい
ます。ツール面では,ウィルス対策ソフトウェアなどのセ
キュリティツールを導入し,適宜最新機種に更新していま
す。特に社外でのセキュリティ強化のために,電子メール
やＵＳＢメモリなどの外部記憶媒体に対するセキュリティ
ツールをＩＨＩグループ全体で導入しています。これらの
ルールやツールについて従業員の理解を深めるために,
e‐ラーニングを毎年実施し,セキュリティ意識の維持・向
上を図っています。
　２０１１（Ｈ２３）年に世間で注目を集めた標的型攻撃メー
ルによるウィルス感染に対して,従前より政府機関や専門
会社と連携しながら諸対策を講じてきており,２０１２（Ｈ２
４）年４月現在まで流出被害は確認されていません。

　ＩＨＩグループでは,事業戦略および技術戦略に基づき知
的財産に関する活動を強化し,グループ一体となった知
財マネジメント体制を構築しています。ＩＨＩグループの知
的財産を確実に保護し,かつ第三者の知的財産権を尊重
することを基本方針としています。
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社会性報告社会性報告

基本的な考え方

　IHIグループでは,「お客さまおよびユーザから満足
と信頼の得られる社会的に有用な製品・サービスを,安
全性に十分配慮して積極的に開発・提供し,もって社会
の発展に貢献すること」を基本として,事業を展開して
います。

　全社的な取り組みとして,グループ会社を交えて年２
回,品質委員会を実施しています。２０１１（Ｈ２３）年度は,
調達品質および製品安全の確保を重点に取り組みまし
た。
　調達品質に関しては,トラブルの再発防止と品質向上
を目指して,サプライヤーの技術・品質管理能力の確実な
把握,サプライヤーへの的確かつ具体的な指示,変化点
の把握とタイムリーな対応など,仕組みと人材の両面で
の充実を図りました。製品安全に関しては,開発段階で製
品のライフサイクルを考慮したリスクアセスメントを実
施する一方,すでに開発した製品についても,現在の使わ
れ方,環境の変化,技術の進展に対して適切に配慮されて
いるか再確認を進めました。
　品質管理の具体的な活動はそれぞれの事業部門が担
当しています。委員会では,事業部門で取り組んでいる重
点施策の進捗・課題を確認し,必要な技術の蓄積・普及を
図るなど,全社的によりよい品質管理が実践されるようＰ
ＤＣＡサイクルを回しています。また,調達品質の確保・向
上に関連して,調達,ものづくり改革推進,および品質管理
部門のメンバーによる調達品質連絡会を設け,繰り返し
生産機種を中心にグループ会社持ち回りで集まり,ノウ
ハウを組織的に共有するよう努めています。

　IHIグループの事業部門ではＩＳＯ９００１などの品質マネジ
メントシステムに沿って業務を行なっています。外部審査
機関による審査を毎年受けて,システムと業務の改善を続
けています。なお,事業部門以外の技術開発本部や情報シ
ステム部においてもISO9001を取得しており,船舶や橋
梁など大型製品の性能確認試験や社内向けソフトウェア
開発の際の品質保証に適用しています。また,関係会社に
おいても積極的に推進しており,国内関係会社の34社,現
地で継続的に設計・製造・サービス提供を行なっている海
外関係会社の19社がＩＳＯ９００１などの認証を取得し,運用
しています。

　ＩＨＩグループでは,品質管理の徹底,お客さま満足度の
向上,製品安全の充実に向けた教育・研修を実施していま
す。全社共通の階層別教育をはじめ,事業部門ごとにも随
時教育・研修を実施しています。
　毎年４月から始まる新入社員の研修では,お客さま視
点の大切さをより早い時期から身に付けるように品質講
座を開催しており,２０１１（Ｈ２３）年度は２１５名が受講しま
した。また,入社３年目・５年目の技術系社員を対象とした
「技術者教育」も継続的に実施しています。この集合研修
では,従来から品質保証の重要性や知的財産,製品安全に
力を入れていますが,特に２０１１年度は技術者倫理の講
座をリニューアルし,ベテラン技術者による実例に基づい
た講義やグループ討議などを充実させています。そのほ
か,各部門で必要とされる品質保証・品質管理教育や,
e‐ラーニングを用いた研修を実施しています。２０１１年
度に開催した品質および製品安全関連の講座は合計
12回で約２６０名が受講しました。

　ＩＨＩグループでは,製品安全の徹底に取り組んでい
ます。製品には危険要因が存在するものとして,そのリス
クをどのように低減するか,事故があった場合でもその被
害をいかに小さくできるかが問われます。
　標準化した機器については,リスクアセスメントを完了
しており,標準機種以外やお客さま固有の仕様,案件ごと
に異なるシステムに対しては,改めて設計段階でリスクア
セスメントを行ない,事前にリスク低減方策に関する検証
を実施しています。リスクアセスメントの進め方について
は,教育の実施とフォローアップを続けており「合理的に
予見可能な誤使用の防止」,「セーフティ・システム・インテ
グレーション」など社会の動向に沿ったテーマを加えてレ
ベルアップを図っています。

品質向上への全社的な取り組み

品質マネジメントシステムの運用基本的な考え方

品質管理活動

製品安全の確保

お客さまとともに

TOPICS

お客さま満足度調査の実施

　IHI回転機械では,お客さま訪問時に生の声をうかがって,
お客さま満足度の向上に生かす取り組みを続けています。
　例えば,プロセス用大型圧縮機を取り扱っている事業部門
では,お客さまの評価を半年ごとに分析して業務の改善につ
なげています。昨年後半のまとめでは,ユーザーサポートに
おいて,お客さまへの対応が「意に沿っている」「丁寧である」
「迅速である」など好意的な評価と感謝状をいただいた一方,
お客さまの要求に合っていない据付の不良があり,お叱りも
受けました。
　この点に関しては,従来から据付作業のポイントをまと
めた品質ハンドブックを現場に携行していますが,今回のト
ラブルを契機に,設計部門と据付部門が共同で見直しを行
ない,設計で対応できるものは図面に反映し,冊子も全面
的に追加・改訂を済ませました。
　今後も,お客さまにとっての価値の向上を目指して,お客さ
まの声をいただきながら品質やサービスの改善を続けてい
きます。

TOPICS

UTCのサプライヤー・ゴールド賞を獲得

　ジェットエンジン部品を製造するIHI呉第２工場は,２０１２
（H24）年２月１５日に納入先であるPratt＆Whitneyの親会
社であるUnited Technology Corporation（ＵＴＣ）の,外
注会社に対する格付けプログラムで,Supplier Gold（金メ
ダル）の格付けを獲得することができました。本プログラム
は,品質や納期のほかに,UTCが独自に設定する改善活動レ
ベルを満たしているかなどを総合的に評価するものです。過
去数年間,呉第２工場では獲得にチャレンジしてきましたが,
2011（Ｈ２３）年度からはプロジェクトチームを結成し,各種品
質改善活動,工場の５Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔・躾）,デリバリー
の改善,設備の徹底的な予防保全を実施した結果,Supplier 
Goldを獲得できました。今後も呉第２工場では,積極・迅速・
全員参加でお客さまと社内の仲間に感動を与えるものづく
りをすすめていきます。

IHIスターの製品安全教育と製品を使ったリスク抽出訓練
プロジェクトチームのメンバー

お客さま満足度調査
のまとめ

　ＩＳＯ２６０００では,消費者課題として,公正なマーケティ
ング慣行,安全衛生の確保,持続可能な消費,紛争解決お
よび救済,データおよびプライバシーの保護,主要な製
品およびサービスへのアクセス,弱い立場もしくは不利な
立場にある消費者ニーズへの対応ならびに教育を挙げ,
この解決を図ることが重要であるとしています。
　ＩＨＩグループでは,一般の方が直接お使いになる製品
については特に安全確保に万全を期しています。

ISO26000とIHIグループの取り組み

消費者課題

お客さま満足度の向上のための教育

お客さま満足への取り組み
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把握,サプライヤーへの的確かつ具体的な指示,変化点
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おいても積極的に推進しており,国内関係会社の34社,現
地で継続的に設計・製造・サービス提供を行なっている海
外関係会社の19社がＩＳＯ９００１などの認証を取得し,運用
しています。

　ＩＨＩグループでは,品質管理の徹底,お客さま満足度の
向上,製品安全の充実に向けた教育・研修を実施していま
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した。また,入社３年目・５年目の技術系社員を対象とした
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　ＩＨＩグループでは,ＩＨＩグループを取り巻く人々と互いに
理解し合うために,事業活動に関わる情報を発信し,それ
が周囲に与える影響について説明するとともに,常日頃
から意見を交換することに努めています。
　２０１１（Ｈ２３）年度は,適時・適切な情報開示はもとより,
ステークホルダーの皆さまからの問い合わせには迅速に
対応することとし,社会との良好な関係の維持,信頼関係
の構築を図っています。また,マスメディア・外郭団体との
情報交換も行ない,世の中の動向に的確かつ円滑に対応
すべく日常の情報収集に取り組み,必要な対応を実施し
ていきます。

　ＩＨＩでは,さまざまなステークホルダーの皆さまに対し,
積極的かつ公正に企業情報を開示し,透明性の高い関係
を築いてきました。各種発行物やホームページを通じて
情報発信するほか,ステークホルダーの皆さまの多様な
ご意見・ご要望をおうかがいするための専用電話（フリー
ダイヤル）を設置しています。

　株主・投資家の皆さまとの適時・適切なコミュニケー
ションを図るため,『IHI Report』,『Annual Report（英
文）』を発行し,正確な財務
情報を開示しています。ア
ナリスト・機関投資家の皆
さまに対しては,第二四半
期決算および期末決算,業
績予想修正時に決算説明
会を開催しています。

　ＩＨＩでは,外国人株主の比率の高まりを受けて,海外投
資家の皆さまにもIHIの事業活動に対する理解を深めて
いただけるように,海外への個別訪問,コンファレンスへ

の参加や個別取材への対応などを通してコミュニケー
ションの機会を拡充させています。
　従来から,毎年北米と欧州の機関投資家の皆さまの個
別訪問を実施していますが,２０１１（H23）年度は初めて香
港で開催されたコンファレンスに参加し,アジアの機関投
資家の皆さまと直接コミュニケーションを取る機会を設
けました。参加いただいた投資家の皆さまからは,「ＩＨＩの
現状を大変よく理解することができた」「経営陣,各部門
の戦略もしっかりしており,今後ＩＨＩのリサーチをさらに深
めたい」といったご感想をいただきました。

　IHIでは,２０１０（Ｈ２２）年度に全株主の皆さまに対して
アンケートを実施しました。アンケートでいただいたご意
見をもとに2011（H23）年度は以下の点において改善を
実施しました。
（1） 『IHI Report』の充実
　アンケートでは多くの株主の方から,経営トップからの
メッセージを充実させてほしいとの声を頂戴しました。そ
のため,株主通信である『IHI Report』において,社長メッ
セージのページ数を増やし,経営方針に関する進捗報告
のページを設け,経営トップのメッセージが株主の皆さま
によりよく正確に伝わるようにしました。
（2） 株主とのリレーション活動
　２０１０（H22）年までは,株主総会の招集通知の発送の
時期に合わせて６月に投資家を訪問し,議案の説明を通じ
てIHIのガバナンスの状況を伝えていました。今年度は投
資家が最も忙しくなる６月を避け,３月から４月にかけて実
施するなど,コミュニケーションの機会を増やしました。投
資家の皆さまからは,「機会を増やしていただいたことは
ありがたい」との声をいただいています。
（３）ホームページの充実
　ＩＲ情報のページを「株主・投資家の皆さまへ」とし,情報
開示の充実を図るとともに,閲覧する方が確認しやすい
ように項目を分類・整理するなど,より使いやすいページ
としてリニューアルしました。

　ＩＨＩグループでは,取引先の皆さまと協働し,社会や環
境に対して責任ある対応に取り組んでいます。
　社会との協調と法令遵守をＩＨＩグループの調達関係者
の基本的心得の一つとして,また取引先の皆さまとは相
互利益の尊重を理念として,公正かつ誠実な取引を通じ
て,相互に信頼関係を構築することを基本に調達活動を
展開しています。

　ＩＨＩグループでは,公正かつ適正な取引を行なうため
に,下請代金支払遅延等防止法（下請法）や建設業法など
の調達関連法規に関する教育や内部監査に注力してい
ます。
　教育に関しては,調達関連法規の遵守を目的として,ＩＨＩ
グループ内で教育講座を実施しています。この講座は,受
講者を発注担当者に限定せず,業務上,下請法や建設業
法の理解が必要と考えられる部門へも広く周知し,ＩＨＩグ
ループ全体で法の理解と適正な業務運営に対する意識
が高まるよう努めました。また,下請法に関してはＩＨＩグ
ループの調達部門を対象に内部監査を行ない,実際の業
務において下請法遵守が徹底されるよう,各部門の実態
を踏まえたより細かい指導を行なっています。
　建設業法に関しては,先に述べた教育講座の実施に加
えて,２０１１（Ｈ２３）年度には必要な建設業の許可，下請と
の適正な請負契約に必要な要点などをまとめた建設業
法に関するガイドラインを作成し,ＩＨＩグループ内に展開
しました。
　また,海外調達関連法規に関する取り組みでは,２０１１
年度に輸入事後調査の自主点検をＩＨＩの対象部門におい
て一斉に行なうことにより,輸入申告の適正化および標
準化に努めました。
　そのほかの調達関連法令についても,公正かつ適正な
取引を行なうために,教育や自主監査などを適宜実施し
ています。

　ＩＨＩグループでは,「ＩＨＩグループ基本行動指針」の中で
「社会の秩序や安全に脅威を与える勢力および団体に対
しては毅然とした態度で臨みます」と宣言しています。
　調達活動においてもかねてより反社会的勢力とは一
切関係を持たないよう徹底し,同時に,取引先の皆さまに
も,反社会的勢力との関係遮断を取引条件の一つとして
明確に提示しています。
　暴力団排除条例の施行にともない,反社会的勢力との
関係排除へのより一層の取り組み徹底に取引先の皆さ
まとともに注力しています。

　ＩＨＩでは,優良取引先との友好関係を強化することなど
を目的に,継続的に取引があり価格・納期確保・品質向上
に対して多大な貢献のあった取引先の皆さまに対して表
彰を行なう制度
があります。2011
（Ｈ２３）年度は,海
外優良取引先１８
社に対して調達管
理本部より表彰を
行ないました。

ＩＲ情報

調達関連法規に関する教育と点検

反社会的勢力への対応

海外優良取引先の表彰

株主・投資家の皆さまに対する基本的な考え方

情報開示とIR活動

コミュニケーションの充実に向けて

海外投資家とのコミュニケーション

調達に関する基本的な考え方

公正かつ適正な調達への対応

お取引先の皆さまとともに

　ＩＳＯ２６０００では,公正な事業慣行として,供給業者,請
負業者など,ほかの組織と取引を行なう際に,汚職防止,
責任ある政治関与,公正な競争,バリューチェーンにおけ
る社会的責任の推進,財産権の尊重などの課題に対して
誠実に対応することを求めています。
　ＩＨＩグループでは,コンプライアンス教育を通じて意識
啓発と浸透を図るとともに,お客さまや取引先の関係の
中での重点項目として,独占禁止法ならびに米国海外
腐敗行為防止法等,各国の贈賄禁止法に対する遵守活動
に注力しています。また公正な取引を行なうために調達
の基本方針を定め公開するとともに,技術・管理面につい
て助言を行なうなど,取引先の支援にも努めています。

ISO26000とIHIグループの取り組み

公正な事業慣行

株主・投資家の皆さまとともに

ご意見・ご要望受付フリーダイヤル 
優良取引先の表彰
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　ＩＨＩグループでは,ＩＨＩグループを取り巻く人々と互いに
理解し合うために,事業活動に関わる情報を発信し,それ
が周囲に与える影響について説明するとともに,常日頃
から意見を交換することに努めています。
　２０１１（Ｈ２３）年度は,適時・適切な情報開示はもとより,
ステークホルダーの皆さまからの問い合わせには迅速に
対応することとし,社会との良好な関係の維持,信頼関係
の構築を図っています。また,マスメディア・外郭団体との
情報交換も行ない,世の中の動向に的確かつ円滑に対応
すべく日常の情報収集に取り組み,必要な対応を実施し
ていきます。

　ＩＨＩでは,さまざまなステークホルダーの皆さまに対し,
積極的かつ公正に企業情報を開示し,透明性の高い関係
を築いてきました。各種発行物やホームページを通じて
情報発信するほか,ステークホルダーの皆さまの多様な
ご意見・ご要望をおうかがいするための専用電話（フリー
ダイヤル）を設置しています。

　株主・投資家の皆さまとの適時・適切なコミュニケー
ションを図るため,『IHI Report』,『Annual Report（英
文）』を発行し,正確な財務
情報を開示しています。ア
ナリスト・機関投資家の皆
さまに対しては,第二四半
期決算および期末決算,業
績予想修正時に決算説明
会を開催しています。

　ＩＨＩでは,外国人株主の比率の高まりを受けて,海外投
資家の皆さまにもIHIの事業活動に対する理解を深めて
いただけるように,海外への個別訪問,コンファレンスへ

の参加や個別取材への対応などを通してコミュニケー
ションの機会を拡充させています。
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けました。参加いただいた投資家の皆さまからは,「ＩＨＩの
現状を大変よく理解することができた」「経営陣,各部門
の戦略もしっかりしており,今後ＩＨＩのリサーチをさらに深
めたい」といったご感想をいただきました。

　IHIでは,２０１０（Ｈ２２）年度に全株主の皆さまに対して
アンケートを実施しました。アンケートでいただいたご意
見をもとに2011（H23）年度は以下の点において改善を
実施しました。
（1） 『IHI Report』の充実
　アンケートでは多くの株主の方から,経営トップからの
メッセージを充実させてほしいとの声を頂戴しました。そ
のため,株主通信である『IHI Report』において,社長メッ
セージのページ数を増やし,経営方針に関する進捗報告
のページを設け,経営トップのメッセージが株主の皆さま
によりよく正確に伝わるようにしました。
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施するなど,コミュニケーションの機会を増やしました。投
資家の皆さまからは,「機会を増やしていただいたことは
ありがたい」との声をいただいています。
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　ＩＲ情報のページを「株主・投資家の皆さまへ」とし,情報
開示の充実を図るとともに,閲覧する方が確認しやすい
ように項目を分類・整理するなど,より使いやすいページ
としてリニューアルしました。

　ＩＨＩグループでは,取引先の皆さまと協働し,社会や環
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　建設業法に関しては,先に述べた教育講座の実施に加
えて,２０１１（Ｈ２３）年度には必要な建設業の許可，下請と
の適正な請負契約に必要な要点などをまとめた建設業
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て助言を行なうなど,取引先の支援にも努めています。

ISO26000とIHIグループの取り組み

公正な事業慣行

株主・投資家の皆さまとともに

ご意見・ご要望受付フリーダイヤル 
優良取引先の表彰

URL

Annual Report

IHI Report

http://www.ihi.co.jp/ihi/ir/index.html
「株主・投資家の皆さまへ」ページ



マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
会
性
報
告

環
境
報
告

22IHI CSR REPORT 201221 IHI CSR REPORT 2012

社会性報告社会性報告

　ＩＨＩグループでは,ともに働くすべての人々の人格,個性
を互いに尊重し,安全で働きやすい環境を確保するととも
に,働く人々のゆとりと豊かさの実現に努めています。特
に近年は人材の多様性という考え方に基づき,各地域で性
別,学歴,年齢,国籍を問わず能力ある人材を積極的に採
用・登用しています。また,人権の重要性を十分に認識し,
事業活動の中でつねに尊重するよう努めています。
　こうした取り組みによって,ＩＨＩグループの一体感と社
員一人ひとりの能力や活力を高めるとともに,自由闊達
な企業風土づくりをさらに進めることとしています。

　ＩＨＩでは,「人材こそが最大かつ唯一の財産である」とい
う経営理念に基づき,人権問題への取り組みを推進して
います。ＩＨＩの人権啓発活動の始まりは,1981（Ｓ56）年に
全社同和推進委員会を発足させたときにさかのぼりま
す。このとき,「企業の社会的責任の自覚のうえにたって,
企業活動の重要な課題の一つとして,差別のない明るい
社会づくりを目指し,同和問題の解決に積極的に取り組
む」という基本方針を策定しました。
　それ以来,全社委員会の方針・計画に基づき,また各事
業所においても「地区同和推進委員会」を設置し,人権を
めぐる国内外の潮流・社会環境の変化を踏まえ,同和問題
をはじめ各事業所に合わせた幅広い人権問題について,
人権教育・啓発など具体的な活動を展開しています。
　2011（Ｈ23）年度は階層別研修や事業所研修,外部講
習会に3,608名が参加しました。これらの活動は経営幹
部にも報告を行ない,全社をあげて推進することの重要
性をつねに確認しています。
　2010（Ｈ22）年に策定した,グループ経営方針に「社会
の要請を先取りした環境規制や人権問題の積極的な取
り組みの推進」を掲げるとともに,同年改訂の「ＩＨＩグルー
プ基本行動指針」に「人権の尊重」をより明確に表明し,グ
ループ全体の取り組みとして今後も継続していくことと
しています。

　ＩＨＩでは,多様な人材を採用することを目的として,国籍,
性別,年齢を問わず採用活動を実施しており,卒業後3年
以内も募集対象としています。国内では2011（H23）年
11月12日に,理系女子学生の方に重工メーカーで働くこ
とを実感してもらうために,「理系女子就職セミナー」を開
催しました。
　また,グローバルに活躍できる多様な人材を採用する
ために,応募の機会を幅広く設け,アメリカ,イギリス,韓国,
シンガポールで会社説明会を実施しています。過去の外
国人採用実績は,2007年 3名,2008年 3名,2009年 15
名,2010年 7名,2011年 8名,2012年 15名です。

　ＩＨＩでは,キャリア採用に積極的に取り組んでいます。
2011（Ｈ23）年度は３３名が入社しました。
　また,派遣社員の中から正規社員登用をする仕組みとし
て,期間社員制度を導入しています。これは,６ヵ月の雇用
契約を,通算３年を上限として更新し,一定の基準を満たし
た社員を正規社員に登用できる制度です。2011年度は
38名が正規社員に登用されました。

　ＩＨＩでは,誰もが働きやすい職場環境づくりを行ない,障
がい者の雇用を推進しています。2012（Ｈ24）年3月時
点で,障がいを持つ社員は178名在籍しており,今後も積
極的な障がい者雇用を行なっていきます。

　ＩＨＩでは定年後の再雇用制度を導入しており,ベテラン
社員の持つ豊富な経験・知識を生かし,技術の伝承や後
継者の育成・指導に努めています。２０１２（Ｈ２４）年３月末
時点で６０７名の定年後または６０歳以降の再雇用者が在
籍しており,グループ会社に在籍する再雇用者は２０１１
（Ｈ２３）年１０月時点で１,４５１名です。
　また,２０１２（H24）年には会社と労働組合で話し合い,
満６５歳までの選択定年制度を導入することとしました。
２０１３（Ｈ２５）年４月の制度運用開始に向け,今後も労使で
話し合いを継続していきます。

　ＩＨＩグループでは,社員一人ひとりが働きがい・生きが
いを持って働くことができる環境をつくることが,個人の
生産性向上や職場活性化につながるものと考え,健康管
理やメンタルヘルスケアに注力しています。特に社員の
メンタルヘルス教育では,従来のディフェンス（不調者へ
の事後対応）教育に加え,オフェンス（メンタルタフネス）
教育を導入し,メンタル疾患に負けない人づくりと職場づ
くりを目指しています。また,メタボリック症候群対策や
偏った生活習慣の改善,禁煙対策にも継続して取り組ん
でいます。

　ＩＨＩグループでは,安全五原則を仕事の基本姿勢として
すべての社員が共有し,労働災害の撲滅に取り組んでい
ます。
　工場や建設現場では,過去の災害事例の分析結果に基
づいて設定した災害のリスクが高い作業や作業条件,作

業環境に対する安全対策を徹底し,労働災害の防止に努
めています。また,工場では毎
月,労使による安全衛生委員
会で管理状況や重点課題に
ついて話し合い,安全な職場
づくりを進めています。

　ＩＨＩでは,社員一人ひとりが働きやすい職場環境を実現
し,仕事と家庭をバランスよく両立させながら働くことを
目的として,ワークライフバランスの実現を支援する制度
を充実させています。
　2010（Ｈ22）年に労使で話し合い,子どもの看護休暇
を子どもの人数にかかわらず年10日,介護休暇を被介護
者の人数にかかわらず年10日付与する制度にするなど,
育児や介護に関する休暇・休業制度を拡充しました。
　育児関連諸制度に関しては,2011（Ｈ23）年度に81名
が育児休業制度を利用し,小学校卒業までの子どもがい
る社員を対象とした短時間勤務制度は127名が利用しま
した。また,小学校入学までの子どもを養育する社員に,
子ども一人につき通算20日を付与するチャイルドケア休
暇制度を2008（Ｈ20）年度に導入しました。2011年度に
は344名が利用しており,男性社員の利用も増加してい
ます。介護関連諸制度に関しては,2011年度に2名が介
護休業制度を利用し,介護のための短時間勤務制度は1
名が利用しました。

人権啓発活動の推進

新卒採用制度の充実

積極的なキャリア採用

障がい者の雇用促進

60歳以降の雇用

社員の健康管理とメンタルヘルスケア

ワークライフバランスの推進,仕事と家庭の両立支援

安全衛生管理の徹底と労働災害の撲滅

社員に対する基本的な考え方

人権の尊重

多様性の尊重

働きやすい職場づくり

社員とともに

技術系
事務系
海外留学生
外国人
合計

151名（うち女性14名）
49名（うち女性15名）
1名
15名（うち女性7名）
216名

受入出向者 216名
顧問・嘱託 143名
期間社員 79名
派遣社員

正規社員 7,321名

再雇用者 607名

パート社員

1,020名

467名

2012（Ｈ24）年度新卒採用実績

IHIの国内における労働力の内訳　※2012（Ｈ24）年3月末時点

育児休業の取得状況

2009年度
2010年度
2011年度

68名（復職率91%）
73名（復職率94%）
81名（復職率100%）

理系女子
就職セミナー

【安全五原則】
安全はすべてに優先する
危険な作業はしない,させない
災害要因の先取り
ルールを守る
自ら努力する

※復職率＝
その年の育児休業復帰者数（育児休業明け即退職者除く）

その年の育児休業復帰予定者
×100

休業災害度数率

※ 日本標準産業分類の改正にともない,2007年度以前と2008年度以降の
集計基準が異なります。
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社会性報告社会性報告

　ＩＨＩグループでは,ともに働くすべての人々の人格,個性
を互いに尊重し,安全で働きやすい環境を確保するととも
に,働く人々のゆとりと豊かさの実現に努めています。特
に近年は人材の多様性という考え方に基づき,各地域で性
別,学歴,年齢,国籍を問わず能力ある人材を積極的に採
用・登用しています。また,人権の重要性を十分に認識し,
事業活動の中でつねに尊重するよう努めています。
　こうした取り組みによって,ＩＨＩグループの一体感と社
員一人ひとりの能力や活力を高めるとともに,自由闊達
な企業風土づくりをさらに進めることとしています。

　ＩＨＩでは,「人材こそが最大かつ唯一の財産である」とい
う経営理念に基づき,人権問題への取り組みを推進して
います。ＩＨＩの人権啓発活動の始まりは,1981（Ｓ56）年に
全社同和推進委員会を発足させたときにさかのぼりま
す。このとき,「企業の社会的責任の自覚のうえにたって,
企業活動の重要な課題の一つとして,差別のない明るい
社会づくりを目指し,同和問題の解決に積極的に取り組
む」という基本方針を策定しました。
　それ以来,全社委員会の方針・計画に基づき,また各事
業所においても「地区同和推進委員会」を設置し,人権を
めぐる国内外の潮流・社会環境の変化を踏まえ,同和問題
をはじめ各事業所に合わせた幅広い人権問題について,
人権教育・啓発など具体的な活動を展開しています。
　2011（Ｈ23）年度は階層別研修や事業所研修,外部講
習会に3,608名が参加しました。これらの活動は経営幹
部にも報告を行ない,全社をあげて推進することの重要
性をつねに確認しています。
　2010（Ｈ22）年に策定した,グループ経営方針に「社会
の要請を先取りした環境規制や人権問題の積極的な取
り組みの推進」を掲げるとともに,同年改訂の「ＩＨＩグルー
プ基本行動指針」に「人権の尊重」をより明確に表明し,グ
ループ全体の取り組みとして今後も継続していくことと
しています。

　ＩＨＩでは,多様な人材を採用することを目的として,国籍,
性別,年齢を問わず採用活動を実施しており,卒業後3年
以内も募集対象としています。国内では2011（H23）年
11月12日に,理系女子学生の方に重工メーカーで働くこ
とを実感してもらうために,「理系女子就職セミナー」を開
催しました。
　また,グローバルに活躍できる多様な人材を採用する
ために,応募の機会を幅広く設け,アメリカ,イギリス,韓国,
シンガポールで会社説明会を実施しています。過去の外
国人採用実績は,2007年 3名,2008年 3名,2009年 15
名,2010年 7名,2011年 8名,2012年 15名です。

　ＩＨＩでは,キャリア採用に積極的に取り組んでいます。
2011（Ｈ23）年度は３３名が入社しました。
　また,派遣社員の中から正規社員登用をする仕組みとし
て,期間社員制度を導入しています。これは,６ヵ月の雇用
契約を,通算３年を上限として更新し,一定の基準を満たし
た社員を正規社員に登用できる制度です。2011年度は
38名が正規社員に登用されました。

　ＩＨＩでは,誰もが働きやすい職場環境づくりを行ない,障
がい者の雇用を推進しています。2012（Ｈ24）年3月時
点で,障がいを持つ社員は178名在籍しており,今後も積
極的な障がい者雇用を行なっていきます。

　ＩＨＩでは定年後の再雇用制度を導入しており,ベテラン
社員の持つ豊富な経験・知識を生かし,技術の伝承や後
継者の育成・指導に努めています。２０１２（Ｈ２４）年３月末
時点で６０７名の定年後または６０歳以降の再雇用者が在
籍しており,グループ会社に在籍する再雇用者は２０１１
（Ｈ２３）年１０月時点で１,４５１名です。
　また,２０１２（H24）年には会社と労働組合で話し合い,
満６５歳までの選択定年制度を導入することとしました。
２０１３（Ｈ２５）年４月の制度運用開始に向け,今後も労使で
話し合いを継続していきます。

　ＩＨＩグループでは,社員一人ひとりが働きがい・生きが
いを持って働くことができる環境をつくることが,個人の
生産性向上や職場活性化につながるものと考え,健康管
理やメンタルヘルスケアに注力しています。特に社員の
メンタルヘルス教育では,従来のディフェンス（不調者へ
の事後対応）教育に加え,オフェンス（メンタルタフネス）
教育を導入し,メンタル疾患に負けない人づくりと職場づ
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社会性報告社会性報告

人材育成体系

　ＩＨＩでは,業務に必要な能力を身につけるための教育/研
修プログラムを整備しています。新入社員や新任管理職
などを対象とした全社共通の階層別教育,各事業本部・セ
クターなどで行なう部門別教育があります。また専門性を
高めるため,技術・実務・語学など,選択可能な３００を超える
公開講座を用意しています。さらには,経営リーダー育成
用研修や外部機関派遣,国内外留学を含む特別研修の制

女性管理職の育成TOPICS

女性管理職インタビュー

　ＩＨＩグループでは,現在の女性管理職がその実力をさら
に向上させ,後輩女性にとってのキャリアモデルを示すこ
とができるようになることを目指しています。そのため,こ
れまで女性管理職の意識改革を目的に研修（２泊３日,社
外の専門機関にて実施）を行なってきました。２００８
（H20）年度から２０１１（H23）年度までに,管理職に任用

された女性のうち24名が研修を受講しました。参加者か
らは「モチベーションが上がった」「視野が広がった」「参加
して女性管理職のネットワークが広がった」など前向きな
意見があがっています。２０１２（H24）年度以降は,さらに
この内容を強化すべく新たな研修を企画しています。

　企業には性別や国籍に関わらず多様な人材が働ける
環境を整えることが求められています。人材の多様化が
進めばさまざまな視点からの発想をもとに,新たな価値
が創造できることが期待されます。特に女性の活躍には
注目が集まっており,今や女性管理職の活躍はグローバ
ル企業として信頼を獲得するために必要不可欠な要件と
なっています。
　IHIグループでは,２２ページのようにキャリア継続の

ための支援制度の整備を行なっています。また,更なる
キャリアアップを望む女性社員のためには,仕事を進め
るうえで必要なスキルの取得や能力開発を行なってい
ます。IHIグループでは,女性管理職の比率を向上させる
ようさまざまな取り組みを行なっています。
　なお,2011（H23）年度に部長以上の役職にある女性
は４名です。

女性管理職リーダーシップ開発研修

　航空エンジンの高温部分の冷却設計,およびその技術開発
を担当しています。この技術はエンジンの性能を左右する重
要な技術で,各社で盛んに研究が行なわれておりやりがいの
ある仕事です。プライベートでは３児の母親でもあり仕事と育

児の両輪を回しています。２００７（Ｈ１９）年には職場の後押しや
家族の協力もあり,業務に関連する分野で博士号を取得する
ことができました。
　「女性管理職リーダーシップ開発研修」は,自分にとってそれ
ぞれのイベントなどで選択と集中が重要と考え,意識するきっ
かけとなりました。また,研修で知り合った方とは意見交換も
でき,自分にとっての励みにもなり有意義な機会となりました。
　ＩＨＩグループは女性にとっての働く環境も整っているので,
安心して仕事を続けられると思います。後輩女性の皆さんに
も「成せばなる」というマインドで臆することなくチャレンジし
て欲しいと考えています。

航空宇宙事業本部　
技術開発センター要素技術部
主査

仲俣 千由紀

度も整えています。一方で,各人のキャリア形成意欲に応
えるため,社内公募制や社内ＦＡ制を実施しています。

　ＩＨＩでは,ものづくり技術を支える拠点である各工場に
おいて,コアな技能（溶接,機械加工など）を伝承していく
必要性を明確にしています。それぞれの分野において専
門性の高い技能を有し,後進育成に取り組む役割を担う
社員を「匠」と認定し,計画的な技能伝承を推進する「匠制
度」を2007（Ｈ19）年よりスタートさせています。2012
（Ｈ24）年度は４９名が匠として認定されました。

人材育成の取り組み 技能伝承の取り組み

人材育成

　ＩＳＯ26000では,雇用および雇用関係,労働条件およ

び社会的保護,社会対話,労働における安全衛生,職場に

おける人材育成および訓練を労働慣行における課題と

とらえ,誠実に対応することを求めています。またその大

前提として,すべての人に与えられた基本的権利である

人権を尊重することを謳っています。

　ＩＨＩグループでは,経営理念およびIHIグループ基本行

動指針に従い人権意識の啓発に努めるとともに,国籍,性

別,年齢を問わない採用やワークライフバランスの推進,

安全衛生管理の徹底,労使間対話を行なう協議会の開催,

社員を尊重した人材育成の充実など,多様な人材が安心

して働くことのできる職場づくりに努めています。

ISO26000とIHIグループの取り組み

人権・労働慣行
社内の女性管理職研修の風景 TOPICS

瑞穂工場の人材育成の取り組み

　ＩＨＩグループでは,世界のお客さまの個別のニーズに機敏

に対応できるよう,グローバル人材の育成を推進しています。

例えば,瑞穂工場ではお客さまの対応において,現場作業員

にも英語での対応が求められます。そこで,2010（Ｈ22）年よ

り週1回のミニ英語レッスンを実施しています。継続的なレッ

スンの結果,より積極

的に英語を学んで業

務に結び付けたいと

いう意識変化が見ら

れます。

瑞穂工場での英語レッスン
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ISO26000とIHIグループの取り組み

人権・労働慣行
TOPICS

瑞穂工場の人材育成の取り組み

　ＩＨＩグループでは,世界のお客さまの個別のニーズに機敏
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瑞穂工場での英語レッスン
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　ＩＨＩグループでは,一人ひとりが社会の一員であること
を自覚し,それぞれの地域社会の特性を尊重した上で,私
たちが持っている経験･スキルを活用することによって,
事業以外でも社会が抱える課題の解決に役立つことが
できないか考え,積極的に行動しています。

　ＩＨＩは,豊洲地区の魅力あるまちづくりを支援するため,
豊洲地区にある企業・大学で構成される「豊洲２・３丁目地
区まちづくり協議会」に参画しています。また,江東区に事
業所がある企業・大学・団体で構成される江東区社会貢
献ネットワーク「こらぼら」※にも参加しています。これらの
団体をとおして,各法人で行なっている社会貢献活動の
情報を定期的に共有し,例えば江東区民まつりや豊洲地
区共同清掃など,連携して活動すべき取り組みは共同で
実施しています。
　2011（H23）年8月には「豊洲水彩まつり２０１１」を開
催し,豊洲運河船着場に係留したクルーザを使ったカフェ
や,クルージング,子ども向けの竹筒水鉄砲教室などを実
施しました。当日は地域の方々を中心に約１，５００名の方
が参加され,ゆったりとした水辺での和やかな一日を楽し
んでいただきました。また,２月には東日本大震災で被災
され現在も江東区に避難されている方々を励ます復興
イベントにも参加しました。今後も他法人と連携して地域
の方々のニーズに応えていきたいと考えています。

　IＨＩ愛知事業所では,これまで橋梁やシールド,船用機
械,海洋・鉄構構造物など多くの製品を製造しており,
2011（H23）年度は国内では８年ぶりとなる海洋構造物
（浮体式貯蔵積出設備）を建造しました。
　2012（H24）年3月24日に,日頃からご支援いただい
ている知多市や関係機関,市内の小中学校,近隣企業,地
域の皆さま,社員の家族などの方々に,製品や施設などを
見学していただくイベントを開催しました。当日は建造
ドックや工作機械などの見学のほかにクレーンのデモン
ストレーション運転を実施し,参加された約６００人の方々
は,建造された海洋構造物やクレーンの大きさに驚きな
がら見学されていました。
　今後もこのようなイベントをとおして,ＩＨＩグループの事
業内容を知っていただくための活動を実施していきます。

　IHI Charging Systems International S.p.A.では,
2011（Ｈ２３）年度より工場の所在地であるイタリアのチェ
ルヌスコ・ロンバルドーネ市のＭＧＧＰｒｏｊｅｃｔに参加して
います。このプロジェクトは,身体に障がいを持つ人々の
移動を容易にするために参加企業の４社が共同でミニバ
スを購入し,市に寄贈する取り組みです。今後も地域住民
の方々が暮らしやすい地域づくりを行なっていきます。

　ＩＨＩは,２０１０（H22）年から特定非営利活動法人国連Ｗ
ＦＰ協会の評議員となっています。国連ＷＦＰ協会とは,飢
餓と貧困の撲滅を使命に活動するWFP 国連世界食糧
計画の日本国内における支援窓口です。IHIは社員が社
会課題への関心をもつきっかけを作るために国連ＷＦＰ
協会の活動に参加しているものです。
　２０１１（Ｈ２３）年度は,社員に国連WFP協会の活動内容
を紹介するパネル展示や「『食べる』を考える」をテーマ
にしたWFPエッセイコンテストの協賛をしました。今後も
国連ＷＦＰ協会の活動に積極的に協力していきたいと考
えています。

　２０１２（Ｈ２４）年２月２９日にベトナム交通運輸大学にて
奨学金の授与式が行なわれました。この奨学金は,国際協
力機構（ＪＩＣＡ）の呼びかけに応じ,ＩＨＩを含む複数の日系企
業が提供するものです。現在ＩＨＩグループは,ベトナムで日
本の政府開発援助（ODA）によるニャッタン橋を建設して
おり,この現場では多数の交通大学の卒業生が働いてい
ます。今後もこういった取り組みを実施し,その国を担う人
材育成のお手伝いをしていきたいと考えています。

　ＩＨＩでは,女性研究者・技術者の育成を支援している機
械学会ＬＡＪ（Ladies’Association of JSME）の活動に参
加しています。女子学生に機械工学への興味をもっても
らうため,ＬＡＪは,２００９（Ｈ２１）年より女性エンジニアを講
師として,女子中学・高等学校で出前授業を行なっていま
す。
　２０１１（Ｈ２３）年１０月１４日に「身の回りのモノと機械工
学－女性技術者の声」というテーマの一つとしてIHIの社
員が「飛行機・エンジン編」の講義を担当しました。当日は
約７０人の学生や保護者,先生が参加されました。講義で
は,飛行機が飛ぶ仕組み・エンジンの構造・シミュレーショ
ンの役割などについて,風船やグライダーの模型を用い
て説明し,アンケートでは多くの学生から「機械工学に興
味が湧いた」との感想をいただきました。今後も女子学
生に将来の職業としてエンジニアを目指してもらえる
きっかけを作るような取り組みを実施していきます。

江東区の地域イベント開催の支援

愛知事業所見学会の実施

障がいを持つ人々のためにミニバスを提供
（IHI Charging Systems International S.p.A.）

ベトナム交通運輸大学への奨学金（ハノイ事務所）

社会貢献活動の基本的な考え方

地域社会への参加

教育・文化の支援

国連ＷＦＰ協会の支援 捜真女学校中学部・高等学部（神奈川県）への出前事業

社会への貢献

社会とともに

クルーザを使った船カフェ ミニバス贈呈式式典

豊洲IHIビルエントランスで行なわれたWFPパネル展示

授与式の様子

　ＩＳＯ２６０００では,自らの事業活動の場所であるコミュ
ニティに参画し,ステークホルダーエンゲージメントを図
るとともに,そのコミュニティの発展のために,雇用,富お
よび所得の創出をはじめ,教育の普及および文化の保
存,健康の増進等に関わる社会的投資を進めることが求
められています。
　ＩＨＩグループでは,国内,海外を問わず,さまざまな社会
課題に対して自社特有の知識や資源を生かした支援を
進めています。

ISO26000とIHIグループの取り組み

コミュニティへの参画及びコミュニティの発展※ こらぼら ：
江東区に社会貢献の輪を広げていくことを目的に結成された組織。IHIを含
め,１２法人で構成されています。

グライダーを使っての講義を熱心に聞く学生

クレーンのデモンストレーション運転
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　電力の安定供給,および低炭素社会の実現に向けて蓄
電池への期待が高まっています。特に,コンパクトであり
ながら高いエネルギー密度を持つリチウムイオン電池
は,太陽光などの再生可能エネルギーの蓄電や非常用電
源としての利用が注目されています。また,電気自動車の
バッテリー等にも利用されＣＯ２排出量削減に向けての活
用が期待されています。
　こうした状況下で,ＩＨＩはリチウムイオン電池を核と
したエネルギーシステムの開発に取り組んでいます。
2011（H23）年度には,この技術を生かし,商業用電力を
蓄電し停電時や電力需要の高い時間帯に,蓄えた電力
を利用できるシステムを製品化し東京消防庁に納入し
ました。

　この他にも,リチウムイオ
ン電池は,産業機械,船舶,住
宅・オフィスビルなど幅広
い産業分野での活用が期
待されています。ＩＨＩグルー
プはこのリチウム電池シス
テムの応用範囲を拡大する
ことで，エネルギーの安定
供給と低炭素社会の実現
という課題を解決し,持続可
能な社会の発展を実現して
いきます。

持続可能な社会発展に寄与する「リチウムイオン電池」

社会に貢献する製品・サービス

　主に印刷用に使われる紙を作る工程の中で原紙に塗
料を塗布する際には,「コータ」と呼ばれる機器が使われ
ます。ＩＨＩフォイトペーパーテクノロジー（ＶＰＩＴ）は,効率が
よくクリーンであるものの安定性がないため製紙業界で
はこれまで一部でしか利用されてこなかったカーテン
コータを改良し,環境にやさしく経済的なＤＦ（Direct 
Fountain）コータを開発しました。
　機器の一部を原紙に接触させることにより塗料を掻き
落とす従来の方式のコータでは,塗料の無駄が生じやす
いという問題がありました。これに対しカーテン状にたら
した塗料の下に紙を通すカーテン式のＤＦコータは,正確
に塗料の量を決定でき,均一な塗工が可能です。その結
果,少ない塗料で同等の品質を実現できます。さらに,こ
れまで４０％程度であった塗料濃度を最大７０％にまで高
めることができるため,乾燥用のエネルギーを節約し,
ＣＯ２排出量も大きく削減することができます。実際の設
置例では,従来比で原料２５％減,乾燥用燃料７２％減,電力

８６％減という省エネルギー・コスト削減を達成したもの
もあります。こうした効果が認められ,DFコータは２０１１
（Ｈ２３）年度の資源エネルギー庁長官賞（優秀省エネル
ギー機器）を受賞しました。
　ＶＰＩＴのＤＦコータは世界シェアの約８０%を占めていま
す。これまで難しいとされていた生産量の多い印刷用紙,
白板紙,ダンボールなどの生産用としてもＩＨＩグループの
ＤＦコータが採用されはじめたことで,世界中で使われる
紙の製造過程における環境負荷の低減につながります。

地球にやさしい紙を作る技術「ＤＦコータ」

　人やものの移動が容易になった今日,致死率の高い感
染症の世界規模での流行を防ぐことは,人類の課題と
なっています。最近ではブタ由来の新型インフルエンザ
が出現したことなどから,新たなワクチン開発による予防
体制の構築が求められています。こうした課題に対して,
IHIグループは次世代ワクチンを研究開発している株式
会社ＵＭＮファーマと共同で,２０１０（Ｈ２２）年度にワクチ
ン原薬製造会社のＵＮＩＧＥＮを設立しました。
　ＵＮＩＧＥＮは,ＩＨＩグループのエンジニアリング技術とＵ
ＭＮファーマの最先端のバイオ医薬品製造技術を生かす
ことで,新しい感染症に対処するワクチンをより早くより
多くの人に届けることを目的としています。この製造技
術は,ウイルスのタンパクの遺伝子情報を組み込んだバ
キュロウイルス（昆虫や甲殻類には感染するが,人には感

染しない性質を持つ）を昆虫細胞に感染させて,ワクチン
として使う目的でタンパクを増殖させるものです。
　これまで,新しいワクチンの製造にはおよそ半年が必要
でしたが,この技術を使うと約２ヵ月に短縮することが可能
となります。また,ウイルスそのものを弱毒化して使用して
いた従来のワクチンとは違い,ウイルスが病原性を発揮す
るのに必要なタンパクの遺伝子情報のみを使用すること
で,より安全なワクチンの製造を実現できます。
　ＵＮＩＧＥＮは秋田県に続き,岐阜県に世界最大級のバイ
オ医薬品工場を建設中です。人々の命や健康を守るた
め,インフルエンザワクチンをより早く,よりたくさんの人
に届けるよう挑戦し続けます。

新しいワクチンをすばやく届ける「ＵＮＩＧＥＮ」

　温室効果ガスや大気汚染物質の排出量を減らすため
に,電気自動車の開発が進んでいます。
　ＩＨＩは,誰にでも使いやすい電気自動車を早く社会に普
及させるために,充電の手間や面倒な操作を減らすため
の技術開発に挑んでいます。
　ＩＨＩは,ワイトリシティ コーポレーションと共同して,非接
触給電装置※を電気自動車に搭載したテストを開始しま
した。今回開発している非接触給電技術には磁界共鳴方
式を採用し,３kWを超える電力を２０cm離れた状態で９０
%以上の高効率で送電することができます。この技術を
活用することで,ケーブルを使わずより簡単に電気自動
車を充電することが可能になります。ＩＨＩは電気を受ける
側である非接触給電装置の車載部分の開発だけでなく,
社会インフラとなる電気を送る側の開発も行なっていま
す。現在,自動車メーカーや住宅メーカーと共同で実用化
に向けた研究開発を進めており,実証実験も行なってい
きます。近い将来には,自宅でより簡単に自動車の充電が
できるようになるだけでなく,この技術をさらに発展させ

ることにより,道路を走りながら充電することも可能にな
ります。
　ＩＨＩは,ユーザーの利便性を向上させ,電気自動車とい
うクリーンな技術を普及させることによって,環境に配慮
した新しいライフスタイルへ向けた取り組みを進めてい
ます。

※ 非接触給電 ：
送電装置と受電装置が直接接触していなくても,ある程度接近していれば
電力を伝えることができる技術

新しいライフスタイルを生み出す「非接触給電技術」

非接触給電テスト用電気自動車

非常用電源装置

DFコータ

ワクチン原薬インフルエンザ
ウイルス

HAだけを
抽出する

HA※の遺伝子情報を
組み込む

昆虫細胞に感染させ,
HAを作る

ウイルス
バキュロウイルス

取り出す
組み込む

※ HA（ヘマグルチニン） ： ウイルスの感染に作用するタンパク質

ＵＮＩＧＥＮでのワクチン製造プロセス
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社会性報告社会性報告

　電力の安定供給,および低炭素社会の実現に向けて蓄
電池への期待が高まっています。特に,コンパクトであり
ながら高いエネルギー密度を持つリチウムイオン電池
は,太陽光などの再生可能エネルギーの蓄電や非常用電
源としての利用が注目されています。また,電気自動車の
バッテリー等にも利用されＣＯ２排出量削減に向けての活
用が期待されています。
　こうした状況下で,ＩＨＩはリチウムイオン電池を核と
したエネルギーシステムの開発に取り組んでいます。
2011（H23）年度には,この技術を生かし,商業用電力を
蓄電し停電時や電力需要の高い時間帯に,蓄えた電力
を利用できるシステムを製品化し東京消防庁に納入し
ました。

　この他にも,リチウムイオ
ン電池は,産業機械,船舶,住
宅・オフィスビルなど幅広
い産業分野での活用が期
待されています。ＩＨＩグルー
プはこのリチウム電池シス
テムの応用範囲を拡大する
ことで，エネルギーの安定
供給と低炭素社会の実現
という課題を解決し,持続可
能な社会の発展を実現して
いきます。

持続可能な社会発展に寄与する「リチウムイオン電池」

社会に貢献する製品・サービス

　主に印刷用に使われる紙を作る工程の中で原紙に塗
料を塗布する際には,「コータ」と呼ばれる機器が使われ
ます。ＩＨＩフォイトペーパーテクノロジー（ＶＰＩＴ）は,効率が
よくクリーンであるものの安定性がないため製紙業界で
はこれまで一部でしか利用されてこなかったカーテン
コータを改良し,環境にやさしく経済的なＤＦ（Direct 
Fountain）コータを開発しました。
　機器の一部を原紙に接触させることにより塗料を掻き
落とす従来の方式のコータでは,塗料の無駄が生じやす
いという問題がありました。これに対しカーテン状にたら
した塗料の下に紙を通すカーテン式のＤＦコータは,正確
に塗料の量を決定でき,均一な塗工が可能です。その結
果,少ない塗料で同等の品質を実現できます。さらに,こ
れまで４０％程度であった塗料濃度を最大７０％にまで高
めることができるため,乾燥用のエネルギーを節約し,
ＣＯ２排出量も大きく削減することができます。実際の設
置例では,従来比で原料２５％減,乾燥用燃料７２％減,電力

８６％減という省エネルギー・コスト削減を達成したもの
もあります。こうした効果が認められ,DFコータは２０１１
（Ｈ２３）年度の資源エネルギー庁長官賞（優秀省エネル
ギー機器）を受賞しました。
　ＶＰＩＴのＤＦコータは世界シェアの約８０%を占めていま
す。これまで難しいとされていた生産量の多い印刷用紙,
白板紙,ダンボールなどの生産用としてもＩＨＩグループの
ＤＦコータが採用されはじめたことで,世界中で使われる
紙の製造過程における環境負荷の低減につながります。

地球にやさしい紙を作る技術「ＤＦコータ」

　人やものの移動が容易になった今日,致死率の高い感
染症の世界規模での流行を防ぐことは,人類の課題と
なっています。最近ではブタ由来の新型インフルエンザ
が出現したことなどから,新たなワクチン開発による予防
体制の構築が求められています。こうした課題に対して,
IHIグループは次世代ワクチンを研究開発している株式
会社ＵＭＮファーマと共同で,２０１０（Ｈ２２）年度にワクチ
ン原薬製造会社のＵＮＩＧＥＮを設立しました。
　ＵＮＩＧＥＮは,ＩＨＩグループのエンジニアリング技術とＵ
ＭＮファーマの最先端のバイオ医薬品製造技術を生かす
ことで,新しい感染症に対処するワクチンをより早くより
多くの人に届けることを目的としています。この製造技
術は,ウイルスのタンパクの遺伝子情報を組み込んだバ
キュロウイルス（昆虫や甲殻類には感染するが,人には感

染しない性質を持つ）を昆虫細胞に感染させて,ワクチン
として使う目的でタンパクを増殖させるものです。
　これまで,新しいワクチンの製造にはおよそ半年が必要
でしたが,この技術を使うと約２ヵ月に短縮することが可能
となります。また,ウイルスそのものを弱毒化して使用して
いた従来のワクチンとは違い,ウイルスが病原性を発揮す
るのに必要なタンパクの遺伝子情報のみを使用すること
で,より安全なワクチンの製造を実現できます。
　ＵＮＩＧＥＮは秋田県に続き,岐阜県に世界最大級のバイ
オ医薬品工場を建設中です。人々の命や健康を守るた
め,インフルエンザワクチンをより早く,よりたくさんの人
に届けるよう挑戦し続けます。

新しいワクチンをすばやく届ける「ＵＮＩＧＥＮ」

　温室効果ガスや大気汚染物質の排出量を減らすため
に,電気自動車の開発が進んでいます。
　ＩＨＩは,誰にでも使いやすい電気自動車を早く社会に普
及させるために,充電の手間や面倒な操作を減らすため
の技術開発に挑んでいます。
　ＩＨＩは,ワイトリシティ コーポレーションと共同して,非接
触給電装置※を電気自動車に搭載したテストを開始しま
した。今回開発している非接触給電技術には磁界共鳴方
式を採用し,３kWを超える電力を２０cm離れた状態で９０
%以上の高効率で送電することができます。この技術を
活用することで,ケーブルを使わずより簡単に電気自動
車を充電することが可能になります。ＩＨＩは電気を受ける
側である非接触給電装置の車載部分の開発だけでなく,
社会インフラとなる電気を送る側の開発も行なっていま
す。現在,自動車メーカーや住宅メーカーと共同で実用化
に向けた研究開発を進めており,実証実験も行なってい
きます。近い将来には,自宅でより簡単に自動車の充電が
できるようになるだけでなく,この技術をさらに発展させ

ることにより,道路を走りながら充電することも可能にな
ります。
　ＩＨＩは,ユーザの利便性を向上させ,電気自動車という
クリーンな技術を普及させることによって,環境に配慮
した新しいライフスタイルへ向けた取り組みを進めてい
ます。

※ 非接触給電 ：
送電装置と受電装置が直接接触していなくても,ある程度接近していれば
電力を伝えることができる技術

新しいライフスタイルを生み出す「非接触給電技術」

非接触給電テスト用電気自動車

非常用電源装置

DFコータ

ワクチン原薬インフルエンザ
ウイルス

HAだけを
抽出する

HA※の遺伝子情報を
組み込む

昆虫細胞に感染させ,
HAを作る

ウイルス
バキュロウイルス

取り出す
組み込む

※ HA（ヘマグルチニン） ： ウイルスの感染に作用するタンパク質

ＵＮＩＧＥＮでのワクチン製造プロセス
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環境マネジメント

　ＩＳＯ２６０００では,事業活動によって引き起こされる,資源の枯
渇,環境汚染,気候変動や生態系の崩壊などの問題,また提供す
る製品およびサービスが結果的に与える環境への影響を考慮
し,それらの環境影響を軽減するための対策をすることを求め
ています。

　ＩＨＩグループでは,環境基本方針のもと,グループ環境マネジ
メント体制を構築し,製造プロセスにおける環境負荷物質排出
の削減に取り組むほか,ＩＨＩグループの技術を駆使して,使用時
の環境負荷ができるだけ少なくなる製品の開発に加え,再生可
能エネルギー事業の展開などに取り組んでいきます。

ISO26000とIHIグループの取り組み

環境

ＩＨＩ環境基本方針

株式会社ＩＨＩは,「技術をもって社会の発展に貢献する」,「人材こそが最大かつ唯一の財産である」との経営理念
に基づき,環境保全への取り組みを経営の最重要課題の一つとして,地球的規模で持続的発展が可能な社会の
構築への貢献こそ,自らの責務であると自覚し,グループの総力をあげ事業活動の全過程において,この活動に
自主的・積極的に取り組むことを基本方針とする。

株式会社ＩＨＩおよびＩＨＩグループは,基本方針を達成するため,以下に定める行動指針に従い,自社の事業を通じ
て環境への影響の継続的改善に積極的に取り組んでいく。

国・地方自治体などの環境関連法・条例・協定および関連業界の自主行動計画等を遵守するにとどまらず,
必要に応じて自主管理基準を定めて運用し,環境管理の向上に努める。
地球環境,地域環境の保全に貢献できる製品・技術を社会に提供する。 
製品の研究,開発,設計,調達,製造,使用,サービス,廃棄に至る事業活動の各段階で環境配慮の組み込みに努
め,汚染の予防,省エネルギー,省資源,廃棄物の最小化を目指す。
環境教育を通じて全従業員の環境意識を高め,従業員自らが環境問題に関心を持ち,行動できるようにする。 
地域社会活動に積極的に参加し,地域との融和,地域環境の保全に努めるとともに環境改善活動に関する情
報の提供に努める。
環境マネジメントシステムを構築し,具体的な目的・目標を設定して確実に実行・評価し,継続的改善を図る。
海外の事業活動および製品輸出には,現地社会の環境に与える影響を十分配慮し,環境保全に努めるととも
に,製品・技術の提供による環境負荷低減を図る。

基本方針

行動指針

１

2
3

4
5

6
7

2005年3月11日改訂
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　ＩＨＩグループでは,環境担当役員を委員長とする環境委
員会において,ＩＨＩグループ全体としての環境活動方針を
策定するとともに,活動実績を評価,フォローしながら,全
社の活動を推進しています。
　環境委員会にて決定された取り組み方針を具体的な
活動に展開するために,事業本部・セクター環境担当連絡
会および地区・事業所環境担当連絡会を開催し,諸施策
の企画・立案を行なっています。
　さらに,各地区・事業所ならびに事業本部・セクターや
グループ会社の特性に応じた活動を推進するため,事業
本部・セクター環境
委員会※1および地
区・事業所環境委員
会※2を設置し,進捗
状況のフォローを行
なっています。

※1 事業本部・セクター環境委員会 ：
環境配慮製品の開発や環境投資などを中心とした,経営の視点としての環
境改善活動を推進するための委員会（グループ会社の環境管理も含む）。

※2 地区・事業所環境委員会 ：
各地区・事業所で取り組むＩＳＯ１４００１での活動を中心とした,各生産現場の
特性に応じた環境改善活動を推進するための委員会。

　ＩＨＩグループにおける環境活動は,グループ経営方針を
ふまえ,３ヵ年ごとの中期計画を策定し展開しています。
2010（Ｈ２２）～２０１２（Ｈ２４）年度の中期計画は,前期
（2007（Ｈ１９）～２００９（Ｈ２１）年度）までの活動結果や今
後予測される環境規制への対応などを基本として,「ＩＨＩ
グループの環境経営推進の基盤を構築する」ことを主眼
において策定しました。中期計画の主な取り組み項目,
2011（Ｈ２３）年度の活動内容と評価,２０１２（Ｈ２４）年度以
降の計画は下表のとおりです。

環境マネジメント体制 課題と今後の展開について

環境管理体制図

２０１１（Ｈ２３）年度の活動と２０１２（Ｈ２４）年度以降の計画 評価（○：達成, △：達成率50%以上, ×：達成率50%未満）

No.

△

○

○

○

△

○

○

△

評価

1

2

3

4

5

6

7

項　目 ２０１１（Ｈ２３）年度の活動内容 ２０１２（Ｈ２４）年度以降の計画

8

環境リスク低減対策

事業活動にともなう
温暖化対策

廃棄物管理の強化

PCB含有機器の全廃

化学物質管理

土壌汚染リスクの
把握

環境教育・啓蒙

環境情報開示

・環境リスク低減計画書の見直し
・適切な設備更新

・生産現場,オフィスビルでの省エネ活動推進
・電力需給ひっ迫にともなう節電

・廃棄物管理システムの導入（2事業所）
・廃棄物管理者の資質向上教育の実施（1事業所）
・電子マニフェスト全社導入の推進

・高濃度機器の適正処分および進捗管理
・低濃度機器の更新

・管理体制モデルの構築

・特定有害物質および油脂の使用履歴調査
 （国内グループ会社）の実施

・ｅ-ラーニングによる節電教育
・外部講師による環境セミナー実施

・CSRレポートおよびホームページによる環境情報開示

・環境リスク低減計画書の見直し
・適切な設備更新

・生産現場,オフィスビルでの省エネ活動推進
・電力需給ひっ迫にともなう節電
・省エネ検討部会（仮称）の設置と運営

・廃棄物管理システムの導入（2事業所）
・廃棄物管理者の資質向上教育の実施（3事業所）
・電子マニフェスト全社導入完了

・高濃度機器の適正処分および進捗管理
・低濃度機器の更新

・管理体制モデルの水平展開

・特定有害物質および油脂の使用履歴調査
 （国内グループ会社）の実施
・IHIグループ生産拠点の使用履歴とりまとめ

・外部講師による環境セミナー実施

・CSRレポートおよびホームページによる環境情報開示

事業本部・セクター

事業部・グループ会社

地区・事業所 

工　場 

事業本部
環境委員会
セクター
環境委員会

地区・事業所
環境委員会

社　長 

環境担当役員 

環境委員会

環境委員会
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　ＩＨＩでは,国内の主要な生産拠点において,環境マネジ
メントシステムの認証を取得しています。各地区・事業所
では法規制遵守を徹底するとともに,生産効率の向上に
よる環境負荷低減のほか,環境配慮製品設計などを推進
しています。各活動の有効性は年1回以上の内部監査で
確認するとともに,システム全体の適合性,適切性は第三
者機関による外部審査で確認されています。内部監査お
よび外部審査での指摘事項は類似するものが多く,原因
の分析を含め改善をしています。

　ＩＨＩグループにおいて２０１１（Ｈ２３）年度に発生した,環
境に関する事故,苦情,行政指導などの件数は下表のとお
りで,それぞれ適切に対応しています。事故発生の要因に
ついては,設備的要因,人的要因など種類別に分析し,そ
れに応じた設備更新,日常管理方法の見直しを行なって
います。今後は,未然防止を図るための潜在的リスクの抽
出,評価に関する教育にも注力し,「発生ゼロ」を目指して
取り組みを推進します。

　ＩＨＩ愛知事業所では,２０１０（Ｈ２２）年度より生物多様性
保全に配慮した工場緑地の整備を進めています。２０１１
（Ｈ２３）年度は,愛知県が主導する「新しい公共」づくりとい
う施策に協力し,企業・行政・ＮＰＯ・大学生という異なる立
場の人々が,「生物多様性保全」という共通の目標のため
に一緒に行動することに発展しました。
　日本エコロジスト支援協会（ＮＰＯ）と協力して,大学生
と環境問題を学び・実践する場として事業所の緑地を提
供し,野鳥の観察や遊歩道の整
備などを行ないました。この活
動が評価され,愛知県知事から
ＩＨＩ愛知事業所に対して感謝状
が授与されました。

大学生に環境問題を学ぶ場を提供

　　・目標管理に関する事項
　　・環境側面の抽出に関する事項
　　・緊急事態への準備に関する事項　など

環境マネジメント構築状況

IHIグループは,事業活動から発生する環境負荷物質の状況を把握し,その低減に努めています。

事業活動のマテリアルバランス環境法令遵守状況

環境教育・環境啓発／生物多様性保全

環境負荷低減への取り組み

分　類
事　故
行政指導
苦　情

2007年度 2008年度 2009年度
2

ＪＱＡ
ＢＶ ＪＡＰＡＮ
ＮＫ
ＪＱＡ
ＪＱＡ

ＬＲＱＡ

4
4

4 3
2
3

1
0
3

1
4
1

1
6

2010年度

過去5年間の違反など

ＩＳＯ１４００１認証取得状況

２０１１（Ｈ２３）年度第三者機関による外部審査での主な指摘事項
（改善の機会相当）

　　・緊急事態への準備に関する事項
　　・危険物貯蔵所の保管・管理に関する事項
　　・環境記録の保管・管理などに関する事項
　　・目標管理に関する事項　など

２０１１（Ｈ２３）年度内部監査での主な指摘事項

2011年度

審査登録機関 ＪＱＡ：日本品質保証機構,ＢＶ ＪＡＰＡＮ：ビューローベリタスジャパン
ＮＫ：日本海事協会，ＬＲＱＡ：ロイドレジスタークオリティアシュアランス

対象組織 認証取得年月 審査登録機関

事業本部・
セクター

地区
事業所

横浜事業所
武蔵・相馬地区
愛知事業所
相生事業所
呉事業所

プラントセクター

１９９８（Ｈ１０）年７月
１９９９（Ｈ１１）年１２月
２０００（Ｈ１２）年５月
２０００（Ｈ１２）年６月
２０００（Ｈ１２）年６月

１９９９（Ｈ１１）年３月

緊急事態対応の監査
（内部監査）

外部監査状況

ＰＲＴＲ法第１種指定化学物質の排出・移動量（２０１１（Ｈ２３）年度） （単位：トン）
政令番号 移動量物質名称 排出量
37

53
80
87
88
300

374
412

ビスフェノールA

エチルベンゼン
キシレン
クロムおよび3価クロム化合物
6価クロム化合物
トルエン

フッ化水素およびその水溶性塩
マンガンおよびその化合物

0.0
265.5
519.0
0.0
0.0
59.4
0.2
0.8

13.7
7.7
21.6
55.3
0.1
1.9
3.6
16.3

マテリアルバランス

資源の利用 環境負荷事業活動

再資源化量
51,654トン

廃棄物排出量

  

51,829トン

 

INPUT OUTPUT

生産活動における排出  
輸送における排出

CO2排出量

133,416トン-CO2

金属,プラスチックなど

資材

地下水

193千m3

工水

566千m3

上水

899千m3

水使用量

総エネルギー使用量

2,770TJ

エネルギー

現地据付 

設計・開発 

材料調達 
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エネルギー使用量（生産活動）およびＣＯ２排出量の推移 廃棄物排出量および再資源化率の推移

水使用量の推移

•集計範囲は,IHI地区・事業所およびアイ・エイチ・アイマリンユナイテッド
•CO2換算係数（電気）は,0.418kg-CO2/kWhを使用しています。
•廃棄物排出量は,一般廃棄物処理量・産業廃棄物処理量および再資源化量の合計で,有
価として取引される「金属スクラップ」などは,再資源化量に含まれます。

※2012（H24）年5月時点のデータによる

2011（H23）年度の事故と対応
【環境事故】 内容：ボイラ用燃料配管からの燃料漏えいおよび

　　  敷地内の一部土壌の汚染
原因：燃料配管の経年劣化による亀裂発生
処置：汚染土壌の除去,燃料配管の更新および
　　　タンク防油堤の更新

【行政による指導】 ・危険物貯蔵所における管理状況への指導
・工場排水の管理状況に関する指導
・産業廃棄物の処理委託契約に関する指導
・環境関連施設の計測結果の報告漏れ

【近隣の方々からの苦情】・構内の夜間作業による騒音発生

感謝状授与式の様子
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　ＩＨＩでは,国内の主要な生産拠点において,環境マネジ
メントシステムの認証を取得しています。各地区・事業所
では法規制遵守を徹底するとともに,生産効率の向上に
よる環境負荷低減のほか,環境配慮製品設計などを推進
しています。各活動の有効性は年1回以上の内部監査で
確認するとともに,システム全体の適合性,適切性は第三
者機関による外部審査で確認されています。内部監査お
よび外部審査での指摘事項は類似するものが多く,原因
の分析を含め改善をしています。

　ＩＨＩグループにおいて２０１１（Ｈ２３）年度に発生した,環
境に関する事故,苦情,行政指導などの件数は下表のとお
りで,それぞれ適切に対応しています。事故発生の要因に
ついては,設備的要因,人的要因など種類別に分析し,そ
れに応じた設備更新,日常管理方法の見直しを行なって
います。今後は,未然防止を図るための潜在的リスクの抽
出,評価に関する教育にも注力し,「発生ゼロ」を目指して
取り組みを推進します。

　ＩＨＩ愛知事業所では,２０１０（Ｈ２２）年度より生物多様性
保全に配慮した工場緑地の整備を進めています。２０１１
（Ｈ２３）年度は,愛知県が主導する「新しい公共」づくりとい
う施策に協力し,企業・行政・ＮＰＯ・大学生という異なる立
場の人々が,「生物多様性保全」という共通の目標のため
に一緒に行動することに発展しました。
　日本エコロジスト支援協会（ＮＰＯ）と協力して,大学生
と環境問題を学び・実践する場として事業所の緑地を提
供し,野鳥の観察や遊歩道の整
備などを行ないました。この活
動が評価され,愛知県知事から
ＩＨＩ愛知事業所に対して感謝状
が授与されました。

大学生に環境問題を学ぶ場を提供

　　・目標管理に関する事項
　　・環境側面の抽出に関する事項
　　・緊急事態への準備に関する事項　など

環境マネジメント構築状況

IHIグループは,事業活動から発生する環境負荷物質の状況を把握し,その低減に努めています。

事業活動のマテリアルバランス環境法令遵守状況

環境教育・環境啓発／生物多様性保全

環境負荷低減への取り組み

分　類
事　故
行政指導
苦　情

2007年度 2008年度 2009年度
2

ＪＱＡ
ＢＶ ＪＡＰＡＮ
ＮＫ
ＪＱＡ
ＪＱＡ

ＬＲＱＡ

4
4

4 3
2
3

1
0
3

1
4
1

1
6

2010年度

過去5年間の違反など

ＩＳＯ１４００１認証取得状況

２０１１（Ｈ２３）年度第三者機関による外部審査での主な指摘事項
（改善の機会相当）

　　・緊急事態への準備に関する事項
　　・危険物貯蔵所の保管・管理に関する事項
　　・環境記録の保管・管理などに関する事項
　　・目標管理に関する事項　など

２０１１（Ｈ２３）年度内部監査での主な指摘事項

2011年度

審査登録機関 ＪＱＡ：日本品質保証機構,ＢＶ ＪＡＰＡＮ：ビューローベリタスジャパン
ＮＫ：日本海事協会，ＬＲＱＡ：ロイドレジスタークオリティアシュアランス

対象組織 認証取得年月 審査登録機関

事業本部・
セクター

地区
事業所

横浜事業所
武蔵・相馬地区
愛知事業所
相生事業所
呉事業所

プラントセクター

１９９８（Ｈ１０）年７月
１９９９（Ｈ１１）年１２月
２０００（Ｈ１２）年５月
２０００（Ｈ１２）年６月
２０００（Ｈ１２）年６月

１９９９（Ｈ１１）年３月

緊急事態対応の監査
（内部監査）

外部監査状況

ＰＲＴＲ法第１種指定化学物質の排出・移動量（２０１１（Ｈ２３）年度） （単位：トン）
政令番号 移動量物質名称 排出量
37

53
80
87
88
300

374
412

ビスフェノールA

エチルベンゼン
キシレン
クロムおよび3価クロム化合物
6価クロム化合物
トルエン

フッ化水素およびその水溶性塩
マンガンおよびその化合物

0.0
265.5
519.0
0.0
0.0
59.4
0.2
0.8

13.7
7.7
21.6
55.3
0.1
1.9
3.6
16.3

マテリアルバランス

資源の利用 環境負荷事業活動

再資源化量
51,654トン

廃棄物排出量

  

51,829トン

 

INPUT OUTPUT

生産活動における排出  
輸送における排出

CO2排出量

133,416トン-CO2

金属,プラスチックなど
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地下水

193千m3

工水

566千m3

上水

899千m3

水使用量
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エネルギー使用量（生産活動）およびＣＯ２排出量の推移 廃棄物排出量および再資源化率の推移

水使用量の推移

•集計範囲は,IHI地区・事業所およびアイ・エイチ・アイマリンユナイテッド
•CO2換算係数（電気）は,0.418kg-CO2/kWhを使用しています。
•廃棄物排出量は,一般廃棄物処理量・産業廃棄物処理量および再資源化量の合計で,有
価として取引される「金属スクラップ」などは,再資源化量に含まれます。

※2012（H24）年5月時点のデータによる

2011（H23）年度の事故と対応
【環境事故】 内容：ボイラ用燃料配管からの燃料漏えいおよび

　　  敷地内の一部土壌の汚染
原因：燃料配管の経年劣化による亀裂発生
処置：汚染土壌の除去,燃料配管の更新および
　　　タンク防油堤の更新

【行政による指導】 ・危険物貯蔵所における管理状況への指導
・工場排水の管理状況に関する指導
・産業廃棄物の処理委託契約に関する指導
・環境関連施設の計測結果の報告漏れ

【近隣の方々からの苦情】・構内の夜間作業による騒音発生

感謝状授与式の様子
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　ＩＨＩグループでは,「２０１２（Ｈ２４）年度までの３ヵ年でＩＨＩ
グループの事業活動で使用されるすべての化学物質情
報を把握する仕組みを構築し,管理する」という目標を掲
げています。
　ＩＨＩグループでは,お客さま個別の要望事項を整理し,
製品含有化学物質に対応する仕組みづくりを進めていま
す。２０１１（Ｈ２３）年度は, ＣＳＲ推進部と外部専門家（みず
ほ情報総研株式会社）を交えて,農業機械などを製造して
いるＩＨＩスターと取り組みを進めました。具体的には,情報
管理および伝達の仕組みを,営業から設計,材料調達,製
造および納品（品質保証）といった社内関連部門の業務
フローに即した内容で見直し,お客さまからのご要望に迅
速な対応ができる業
務モデルの構築を行
ないました。今後はこ
の事例を水平展開し,
グループ全体の管理
体制の整備を進めて
いきます。

　ＩＨＩグループでは,生産拠点で使用されてきた,あるいは
使用されている特定有害物質※や油脂の使用履歴を3ヵ
年計画で調査しています。３ヵ年計画の２年目が終了した
2012（Ｈ２4）年３月末時点でＩＨＩグループの生産拠点の
８割で調査が完了しました。
　２０１２（Ｈ２４）年度は,残りの生産拠点の調査を完了す
る予定です。この調査により整理された情報は,今後の土
地の形質変更時
などにおけるリ
スク発生の未然
防止に活用しま
す。

　ＩＨＩの各地区・事業所では,適切な廃棄物管理を基本と
した３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）活動を推進し
ています。２０１０（Ｈ２２）年度からは,さらに管理の強化を
図るため,（１）電子マニフェストの導入,（２）外部専門家
（株式会社アミタ持続可能経済研究所）による廃棄物管
理リスク診断および管理担当者スキルアップセミナーを
実施しています。
　現在,電子マニフェストは,ＩＨＩの地区・事業所のうち６地
区・事業所において導入が完了しています。また,2011
（Ｈ２３）年度は,愛知事業所において,スキルアップセミ
ナー（２９名参加）とリスク診断を開催しました。セミナー
では,法改正の解釈や委託契約書のチェックポイント,処
理業者の現地確認手法など,講義と演習を交えたものと
しました。また,リスク診断では,契約書・管理手順書など
の書類や保管場所における保管状況などを確認し,管理
上の潜在的なリスクを洗い出しました。
　今回の診断結果は,運用管理手順の見直しなどにより改
善を行なうとと
もに他地区・事業
所へも水平展開
し,全社としての
管理強化へつな
げていきます。

　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）含有機器は,IHIグループに
おいて適切に管理しています。高濃度ＰＣＢ含有機器につ
いては,２００９（Ｈ２１）年度より無害化処理を開始しており,
現在約１１％の処理が完了しています。一方,微量ＰＣＢ含有
機器については,
対象機器の把握
がほぼ完了し,不
使用機器への代
替を進めていま
す。

製品含有化学物質管理への対応

土壌汚染リスクの把握について

廃棄物管理強化の取り組み

ＰＣＢ含有機器の管理・処理

環境負荷物質対策

土地の使用履歴調査の様子

PCB含有機器の搬出

※ 特定有害物質：
土壌汚染対策法第２条に規定される２５物質（鉛,六価クロム,水銀など）

産業廃棄物保管状況確認の様子

化学物質管理に関する打合せ
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関係会社における活動紹介TOPICS

身近なところから環境管理体制の整備（ニコ精密機器）
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環境意識を高め,世界で通用する企業にしたい（新潟原動機）

芝桜と白い花で
NIP（ニコ精密機器の略称）を表現

環境管理体制

品質・環境マネジメント
システム推進委員会

環境管理統括者

社　長

工　場

環境管理企画推進者 環境管理企画推進者

本社・辰巳オフィス・各支店

環境改善委員会

環境管理会議環境管理責任者

環境小委員会
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どの資格を持つ
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委員会のメンバー

　ＩＨＩグループでは,「２０１２（Ｈ２４）年度までの３ヵ年でＩＨＩ
グループの事業活動で使用されるすべての化学物質情
報を把握する仕組みを構築し,管理する」という目標を掲
げています。
　ＩＨＩグループでは,お客さま個別の要望事項を整理し,
製品含有化学物質に対応する仕組みづくりを進めていま
す。２０１１（Ｈ２３）年度は, ＣＳＲ推進部と外部専門家（みず
ほ情報総研株式会社）を交えて,農業機械などを製造して
いるＩＨＩスターと取り組みを進めました。具体的には,情報
管理および伝達の仕組みを,営業から設計,材料調達,製
造および納品（品質保証）といった社内関連部門の業務
フローに即した内容で見直し,お客さまからのご要望に迅
速な対応ができる業
務モデルの構築を行
ないました。今後はこ
の事例を水平展開し,
グループ全体の管理
体制の整備を進めて
いきます。

　ＩＨＩグループでは,生産拠点で使用されてきた,あるいは
使用されている特定有害物質※や油脂の使用履歴を3ヵ
年計画で調査しています。３ヵ年計画の２年目が終了した
2012（Ｈ２4）年３月末時点でＩＨＩグループの生産拠点の
８割で調査が完了しました。
　２０１２（Ｈ２４）年度は,残りの生産拠点の調査を完了す
る予定です。この調査により整理された情報は,今後の土
地の形質変更時
などにおけるリ
スク発生の未然
防止に活用しま
す。

　ＩＨＩの各地区・事業所では,適切な廃棄物管理を基本と
した３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）活動を推進し
ています。２０１０（Ｈ２２）年度からは,さらに管理の強化を
図るため,（１）電子マニフェストの導入,（２）外部専門家
（株式会社アミタ持続可能経済研究所）による廃棄物管
理リスク診断および管理担当者スキルアップセミナーを
実施しています。
　現在,電子マニフェストは,ＩＨＩの地区・事業所のうち６地
区・事業所において導入が完了しています。また,2011
（Ｈ２３）年度は,愛知事業所において,スキルアップセミ
ナー（２９名参加）とリスク診断を開催しました。セミナー
では,法改正の解釈や委託契約書のチェックポイント,処
理業者の現地確認手法など,講義と演習を交えたものと
しました。また,リスク診断では,契約書・管理手順書など
の書類や保管場所における保管状況などを確認し,管理
上の潜在的なリスクを洗い出しました。
　今回の診断結果は,運用管理手順の見直しなどにより改
善を行なうとと
もに他地区・事業
所へも水平展開
し,全社としての
管理強化へつな
げていきます。

　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）含有機器は,IHIグループに
おいて適切に管理しています。高濃度ＰＣＢ含有機器につ
いては,２００９（Ｈ２１）年度より無害化処理を開始しており,
現在約１１％の処理が完了しています。一方,微量ＰＣＢ含有
機器については,
対象機器の把握
がほぼ完了し,不
使用機器への代
替を進めていま
す。

製品含有化学物質管理への対応

土壌汚染リスクの把握について

廃棄物管理強化の取り組み

ＰＣＢ含有機器の管理・処理

環境負荷物質対策

土地の使用履歴調査の様子

PCB含有機器の搬出

※ 特定有害物質：
土壌汚染対策法第２条に規定される２５物質（鉛,六価クロム,水銀など）

産業廃棄物保管状況確認の様子

化学物質管理に関する打合せ



マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
会
性
報
告

環
境
報
告

環境報告環境報告

36IHI CSR REPORT 201235 IHI CSR REPORT 2012

電力需給対策TOPICS

　ＩＨＩグループでは,「ＩＨＩグループとして,2008（Ｈ２０）～
2012（Ｈ２４）年度のＣＯ2排出量平均で,２００６（Ｈ１８）年
度比２０％削減する」という目標のもと,生産活動における
CO2排出量の削減に取り組んでいます。
　従来から,ＩＨＩグループの各地区・事業所では,さまざま
な省エネ施策を実施し,ＣＯ2排出量の削減に努めていま
す。
　２０１１（Ｈ２３）年度のＣＯ2排出量は,263,728トン-ＣＯ2
となり,２年連続で目標値を下回る見込みです。２０１２（Ｈ
２４）年度までの目標達成に向け,設備更新を含め,省エネ
活動を強化します。

　事業活動における省エネ推進の一環として,２００９（H21）
年度より管理標準（省エネに力点をおいた設備の運転マ
ニュアル）の見直し,再整備に注力しています。
　２０１１（Ｈ２３）年度も,グループ会社の事業所個別訪問
を継続し,エネルギー管理指定工場の整備がほぼ完了し
ました。今後は比較的小規模の事業所やオフィスビルへ
展開し,グループ全体での省エネ活動を推進します。

　ＩＨＩでは,「荷主としての立場から,製品の輸送に係るエ
ネルギー原単位を中長期的に見て年平均１％以上削減さ
せる」ための活動を行なっています。各工場ではそれぞ
れ生産する製品が異なるため,生産する製品ごとに大き
さ,重量,輸送制限・条件などを考慮しながら最適な輸送
手段（船や鉄道による輸送）を選択します。このとき,輸送
手段,重量,距離など各種輸送データを把握・集計し,これ
らをもとに輸送に係るエネルギー使用量,原単位を求め,
月次で見える化をしています。さらに年に２回,工場ごと
に製品ごとのエネルギー使用量,原単位の変動,傾向を分
析し,更なるエネルギー原単位改善に向けた活動の検討
（積載率の向上,モー
ダルシフトの推進な
ど）,省エネ効果の得
られる対策の情報共
有などに取り組んで
います。

生産活動におけるＣＯ2排出量の推移 エネルギー管理標準の整備

輸送に係るエネルギー原単位の改善

地球温暖化対策

データ管理や輸送効率向上に関する打合せ

TOPICS ＩＨＩエアロスペース富岡事業所が(財)日本緑化センター会長賞を受賞

　ＩＨＩエアロスペース富岡事業所は,平成２３年度 財団法人日本緑化センター会長賞を受賞しま

した。この表彰は,財団法人日本緑化センターが,工場緑化の推進に積極的に努力し,周辺地域の

生活環境の向上に功績のあった工場および製造業にかかる研究所を表彰するものです。

　IHIエアロスペースでは,１９９8（Ｈ１0）年の開設当初から自然に恵まれた当地の環境保全に留

意してきました。また,エネルギーの使用量の削減など環境負荷の低減活動を継続的に取り組ん

できたことが評価され,今回の受賞にいたりました。

・2011（H23）年度のIHIおよび国内関係会社のデータは精査中であり,
10％程度の誤差を含みます。
・今後,集計範囲の見直しなどにより数値の変更の可能性があります。
・CO2換算係数（電気）は0.418kg-CO2/kWhを使用しています。

（万トン-CO₂）

目標値：
2008～2012年度平均で
2006年度比20%削減
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ＩＨＩグループ（国内）のＣＯ２排出量推移と削減目標

オフィスでの節電
　本社の豊洲ＩＨＩビル（東京都江東区）では,７～９月を「節電アクション月間」と定
め,執務室や廊下照明の間引き,事務機器（ＰＣ・複合機）の節電運用徹底など,従来
以上にきめ細やかな施策を行ないました。個々の効果は小さいものの,約４，０００
人が執務する豊洲ＩＨＩビルではその効果は非常に大きく,当初目標である15％以
上の節電効果が得られました。
　また,「節電する習慣が自然に身に付いた」,「まだ,このような節電ができるので
はないか」といった声があがるなど,社員への節電意識も浸透しました。

工場での節電施策
　瑞穂工場では,自家発電の余剰電力を東京電力へ供給するだけでなく,「自分た
ちが節電した分も合わせ,最大限の電力を供給する」といった方針のもと,さまざ
まな節電施策を展開しました。
　特に起動時の消費電力が大きい熱処理設備については,起動時間が重ならな
いよう,複数の熱処理設備の稼働時間の最適な稼働スケジュールを事前にシミュ
レーションして,タイミングをずらして運用しました。また,「草の根活動」と称し,離
席時のパソコンモニターオフ,複写機の稼働台数制限,不要時の携帯用充電アダ
プターオフ,更衣室の照明間引き,電気ポットの休止や給茶器の稼働時間制限な
ど,細やかな節電活動を実施し,毎日の省エネパトロールによりチェック,フォロー
アップを行ないました。

ＩＨＩグループでは,２０１１（Ｈ２３）年夏季以降の電力需給のひっ迫状況に対し,次のような施策を行ないました。

　東京電力管内および東北電力管内における契約電力
５００kＷ以上の事業所は,電気事業法第２７条に基づく使
用制限の対象となりましたが,ＩＨＩグループでは,「お客さ
まへの供給責任を果たすため,操業を落とさず対応する」
を基本的な対応方針として節電を実施し,すべての拠点
において使用制限を超過することなく対応しました。

（1）工場などの生産部門
　大容量設備（コンプレッサ,造船所ドックポンプ,熱処理
炉など）の運転時間調整や一部作業工程の見直し,自家
用発電設備の活用などにより,ピークカット,ピークシフト
を行ないました。
（2）オフィスビルをはじめとする事務所部門
　照明間引きや細やかな空調温度管理の徹底など,職場
作業環境を維持した上で可能な節電施策を実施しました。

夏季の電力使用制限への対応

　瑞穂工場（東京都西多摩郡瑞穂町）では,所有するガス
タービン自家発電設備（定格出力：４１，０００ｋＷ）を稼働し,
工場における使用電力をまかなうとともに,余剰電力を東
京電力へ供給しました。

供給面での対策

需要面での対策

CSR推進部　環境グループ

高山　亜由美

2011（H23）年度
豊洲IHIビル
節電担当者

事業所内のロケットモニュメント周辺の緑地

省エネパトロール実施状況
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れ生産する製品が異なるため,生産する製品ごとに大き
さ,重量,輸送制限・条件などを考慮しながら最適な輸送
手段（船や鉄道による輸送）を選択します。このとき,輸送
手段,重量,距離など各種輸送データを把握・集計し,これ
らをもとに輸送に係るエネルギー使用量,原単位を求め,
月次で見える化をしています。さらに年に２回,工場ごと
に製品ごとのエネルギー使用量,原単位の変動,傾向を分
析し,更なるエネルギー原単位改善に向けた活動の検討
（積載率の向上,モー
ダルシフトの推進な
ど）,省エネ効果の得
られる対策の情報共
有などに取り組んで
います。

生産活動におけるＣＯ2排出量の推移 エネルギー管理標準の整備

輸送に係るエネルギー原単位の改善

地球温暖化対策

データ管理や輸送効率向上に関する打合せ

TOPICS ＩＨＩエアロスペース富岡事業所が(財)日本緑化センター会長賞を受賞

　ＩＨＩエアロスペース富岡事業所は,平成２３年度 財団法人日本緑化センター会長賞を受賞しま

した。この表彰は,財団法人日本緑化センターが,工場緑化の推進に積極的に努力し,周辺地域の

生活環境の向上に功績のあった工場および製造業にかかる研究所を表彰するものです。

　IHIエアロスペースでは,１９９8（Ｈ１0）年の開設当初から自然に恵まれた当地の環境保全に留

意してきました。また,エネルギーの使用量の削減など環境負荷の低減活動を継続的に取り組ん

できたことが評価され,今回の受賞にいたりました。

・2011（H23）年度のIHIおよび国内関係会社のデータは精査中であり,
10％程度の誤差を含みます。
・今後,集計範囲の見直しなどにより数値の変更の可能性があります。
・CO2換算係数（電気）は0.418kg-CO2/kWhを使用しています。

（万トン-CO₂）

目標値：
2008～2012年度平均で
2006年度比20%削減
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IHI本社およびIHIグループ
IHI地区・事業所およびアイ・エイチ・アイ マリンユナイテッド

ＩＨＩグループ（国内）のＣＯ２排出量推移と削減目標

オフィスでの節電
　本社の豊洲ＩＨＩビル（東京都江東区）では,７～９月を「節電アクション月間」と定
め,執務室や廊下照明の間引き,事務機器（ＰＣ・複合機）の節電運用徹底など,従来
以上にきめ細やかな施策を行ないました。個々の効果は小さいものの,約４，０００
人が執務する豊洲ＩＨＩビルではその効果は非常に大きく,当初目標である15％以
上の節電効果が得られました。
　また,「節電する習慣が自然に身に付いた」,「まだ,このような節電ができるので
はないか」といった声があがるなど,社員への節電意識も浸透しました。

工場での節電施策
　瑞穂工場では,自家発電の余剰電力を東京電力へ供給するだけでなく,「自分た
ちが節電した分も合わせ,最大限の電力を供給する」といった方針のもと,さまざ
まな節電施策を展開しました。
　特に起動時の消費電力が大きい熱処理設備については,起動時間が重ならな
いよう,複数の熱処理設備の稼働時間の最適な稼働スケジュールを事前にシミュ
レーションして,タイミングをずらして運用しました。また,「草の根活動」と称し,離
席時のパソコンモニターオフ,複写機の稼働台数制限,不要時の携帯用充電アダ
プターオフ,更衣室の照明間引き,電気ポットの休止や給茶器の稼働時間制限な
ど,細やかな節電活動を実施し,毎日の省エネパトロールによりチェック,フォロー
アップを行ないました。

ＩＨＩグループでは,２０１１（Ｈ２３）年夏季以降の電力需給のひっ迫状況に対し,次のような施策を行ないました。

　東京電力管内および東北電力管内における契約電力
５００kＷ以上の事業所は,電気事業法第２７条に基づく使
用制限の対象となりましたが,ＩＨＩグループでは,「お客さ
まへの供給責任を果たすため,操業を落とさず対応する」
を基本的な対応方針として節電を実施し,すべての拠点
において使用制限を超過することなく対応しました。

（1）工場などの生産部門
　大容量設備（コンプレッサ,造船所ドックポンプ,熱処理
炉など）の運転時間調整や一部作業工程の見直し,自家
用発電設備の活用などにより,ピークカット,ピークシフト
を行ないました。
（2）オフィスビルをはじめとする事務所部門
　照明間引きや細やかな空調温度管理の徹底など,職場
作業環境を維持した上で可能な節電施策を実施しました。

夏季の電力使用制限への対応

　瑞穂工場（東京都西多摩郡瑞穂町）では,所有するガス
タービン自家発電設備（定格出力：４１，０００ｋＷ）を稼働し,
工場における使用電力をまかなうとともに,余剰電力を東
京電力へ供給しました。

供給面での対策

需要面での対策

CSR推進部　環境グループ

高山　亜由美

2011（H23）年度
豊洲IHIビル
節電担当者

事業所内のロケットモニュメント周辺の緑地

省エネパトロール実施状況



第三者意見

　「グループ経営方針2010」でＣＳＲ元年を掲げて３年目
となった今年のＣＳＲ報告書は，「社会とともに」の現実感
（リアリティー）が増した印象を受けました。
　特集はどれも，ＩＨＩが果たしている，また，果たさなければ
ならない現実をよく伝えています。なかでも原発事故汚染
水の放射性物質除去の取り組みは，国民にはなかなか見
えてこない事故収束への努力が誠実さとともに伝わって
きます。ＣＳＲ報告書のなかで原発事故を正面からとらえる
ことは，原子力産業に携わる企業として大切なことです。
　各項目で「基本的な考え」を示し，社内の推進活動を伝
え，ステークホルダーごとのＩＳＯ２６０００の要請でまとめ
ている構成は，社員の皆さんにとって分かりやすいもの
でしょう。社内で具体的な議論や対話をスタートさせて
いることも，これからのグループ全体への浸透を考える
と頼もしく感じます。

　日本は，厳しい財政状況の中で震災からの復旧・復興，
そして，高度成長期に建設された道路，橋梁，トンネル，港
湾設備の社会インフラ老朽化への対応など，多くの課題
をかかえています。
　ＣＯ２削減の切り札とされてきた原子力エネルギーの
利用は，原発の見直し機運の中で，逼迫した電力需要をど
うまかなうか，地球温暖化への対応をどうするか，脱原子
力依存と二律背反の事態に直面しています。当面，火力
による電力供給に全力を傾注しなければなりませんが，
地球の持続可能性への取り組みも継続しなければなりま
せん。
　このような国家レベルの課題に，ＩＨＩの事業ユニットで

該当しない部門はありません。現下の国難を単に震災か
らの復興需要ととらえるだけでなく，喫緊のニーズとまだ
顕在化していない日本社会のウォンツに応えていく視点
をもって各事業分野を見つめることが重要になってくるで
しょう。

　風力・海洋発電や太陽光発電をはじめ，自然エネル
ギー，再生可能エネルギーへの転換を展望することも急
務です。これらの分野では，流体力学などの基礎科学と総
合エンジニアリングが求められ，ＩＨＩの底力が期待される
ところです。
　浮体式風力発電など，実現が期待されている分野では，
それへの取り組みが国民に希望を与えてくれるもので
す。はやぶさ打ち上げとカプセル回収，スカイツリーの建
設にかかわったことは国民を勇気づけてくれました。
　困難な課題に向き合い，それをひろく社会に伝えていく
ことは，閉塞感漂う日本で求められていることです。積極
的に情報発信していただきたいと思います。

　ＣＳＲ活動の全社的な浸透は，しんどい学習をやり続ける
ことではありません。また，通常業務にプラスオンされる
ものでもありません。一人ひとりが業務遂行の中で，担当
の事業が社会におよぼす好ましくない影響を事前に評価・
低減し，目的が正しくても，その方法や手段において社会
の期待に背かないかを考えて行動することです。企業が
国や国民からさまざまな支援を得ているのは，企業が公
共に資する存在だからです。事業活動と社会の関係をリ
アリティーをもって考えれば，ＣＳＲ推進が，やらされ感や義
務感など感じずに全社に広がっていくことでしょう。
　本ＣＳＲ報告書が，ＩＨＩグループ社員にとって，もっとも実
践的で身近なＣＳＲテキストとして利用されていくよう期
待しています。

現実感を増したCSR REPORT2012

IHIの社会的責任は困難な課題に向き合い，
国民に勇気をあたえること

国民のニーズとウォンツに応える

夢と希望を積極的に発信する

点から面へ　―CSR活動の浸透―
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偏西風事務所
主幹　久新　大四郎 氏
早稲田大学商学部卒。日本電子株式会社を経てソニー株式会社へ。放送・業務用映像システムのマーケティング活動に
従事。２００３（Ｈ１５）～２００６（Ｈ１８）年ソニーCSオフィサー。現在，偏西風事務所主幹，企業コンサルタントとして活動中。
桐蔭横浜大学 法科大学院 客員教授。
HP　http://nishikaze.jp

にしか ぜ



第三者意見を受けて

　IHIグループのCSRの取り組みについて久新先生に
ご意見をいただくことになってから3年目となります。
この間，私たちは，少しずつではありますが，IHIグルー
プのCSRに対する意識を向上させる活動を着実に実
施して参りました。そして，今回のレポートについて先
生から「現実感を増した」との評価をいただきました。
　これまでもIHIグループは本業の取り組みにこそ社
会との関係の中心があるという認識でおりましたが，
今回のレポートは特にそこを強く意識し，作成いたしま
した。皆さまに私どもの活動を少しでも理解していた
だけると幸いです。また，同時に，IHIグループの社員に
とっても，日々取り組んでいる仕事が社会につながって
いることをあらためて理解する材料になるのではない
かと期待しています。
　私どもの事業は，直接的には比較的限られたお客さ
まと深くお付き合いをさせていただくことが多いわけ
ですが，さらにそのお客さまを通して，広く社会全般に
大なり小なり影響を与えることが多いものと考えてい
ます。     
　ところが，これまではどちらかというとお客さまだけ
を見て仕事をしてしまうことも多かったように思いま
す。そのせいか，IHIグループからの社会全般に対する

情報発信も比較的少なかったのではないかと反省する
ところです。
　言うまでもなく，社会を支える根幹となるインフラや
エネルギーシステムの分野は，いま最も社会からの注
目が集まっているところです。このことはお客さまだけ
でなく，社会全体が問題意識を共有している状況にあ
るということだと思います。したがって，私たちが技術
や製品，サービスによって提供できる価値について，こ
れまで以上に分かりやすく発信をしていくことが必要
であると考えています。
　IHIグループの社員全員がもともと，技術など何らか
の形で社会に貢献できる仕事をしたいという気持ちを
持って業務に携わっております。
　このことはまさに私たちのCSRの基盤となる事実で
あり，これからも機会あるごとにこの初心を忘れること
なく，日々の業務に取り組んでいきたいと思います。
　企業におけるCSRの活動は決まった答えがあるとい
うものではなく，また，ここまで到達すればよいという
性質のものではありません。私たちは今後ともつねに
社会の動きや皆さまのご意見をうかがいながら，さま
ざまなご期待に応えていく所存であります。どうかよろ
しくお願いいたします。
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CSR担当役員　
取締役　坂本　讓二

編集後記

　ＩＨＩグループの事業そのものがＣＳＲ活動に結び付
くことを表現するため，2011（H23）年度に比べて製
品の写真を増やすとともに，特集やトピックスで具体
的な取り組みの例を可能な限り多く取り上げました。
また，各項目はステークホルダーの皆さまにとって読
みやすい構成となるよう「基本的な考え」を示すように

しました。
　今後も皆さまからのご意見・ご要望に耳を傾けな
がら，さらにCSR活動を進め，より充実した報告書を
作成できるように努めたいと思います。

株式会社IHI　
CSR推進部　企画グループ



印刷工程において刷版の版材がインキ
をはじくという特性を利用し、水を使
用せずに印刷する「水無し印刷」を採
用しています。

揮発性有機化合物、VOC(Volatile 
Organic Compounds)を含まない、植物
油100％のインキを使用しています。

「適切に管理された森林からの木材（認
証材）」を材料とした紙として、FSC®
（Forest Stewardship Council®、森林管
理協議会）の認証を受けた紙を使用して
います。

この印刷物に使用している用紙は、森を
元気にするための間伐と間伐材の有効活
用に役立ちます。

91313-014-022-1208－4,500FXSS（AC903）
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